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3.2. 調査結果 

(1) 回答者属性 

① 都道府県 

 都道府県からの回収総数は 47 件である。 

スポーツ政策の主管部局は「首長部局」が 34.0%、「教育委員会」が 66.0%

である。 

 

図表 19：都道府県におけるスポーツ政策主管部局

34.0% 66.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=47)

首長部局 教育委員会

 

② 市区町村 

 市区町村からの回収総数は 1,397 件である。 

 スポーツ政策の主管部局は「首長部局」が 9.2%、「教育委員会」が 90.8%

である。 

 

図表 20：市区町村におけるスポーツ政策主管部局

9.2% 90.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,397）

首長部局 教育員会
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市区町村では、人口規模が小さくなるほど、「教育委員会」がスポーツ政策

の主管部局である割合が大きくなっている。 

具体的には、「50 万人以上」の市区町村では「首長部局」が 71.9%、「教育

委員会」が 28.1%であり、スポーツ政策の主管部局が首長部局である割合が

大きい。一方、人口規模が 5 万人未満の市区町村では、教育委員会が主管部

局である割合が 90%以上である。 

 

図表 21：市区町村におけるスポーツ政策主管部局（人口規模別） 

71.9%

37.3%

26.1%

10.6%

3.8%

1.9%

0.3%

28.1%

62.7%

73.9%

89.4%

96.2%

98.1%

99.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上

（N=32）

20～50万人未満

（N=83）

10～20万人未満

（N=134）

5～10万人未満

（N=226）

3～5万人未満

（N=210）

1～3万人未満

（N=363）

1万人未満

（N=349）

首長部局 教育委員会

 

 

以下では、 

・都道府県について（Ⅰ）全体、（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

・市区町村について（ⅰ）全体、（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別、（ⅲ）人口規模別 

に分析を行った。 
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3.2.1. スポーツ政策におけるリソース 

(1) 組織体制 

(ア) スポーツ政策を所管している部署における担当職員数 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

 都道府県において、スポーツ政策を所管する部署の担当職員数の総数は

1,209 名であり、その構成比は、「生涯スポーツ担当」が 18.3%、「競技スポー

ツ担当」が 30.7%、「学校体育担当」が 17.0%、「その他（施設管理等）」が 34.0%

である。 

 

図表 22：都道府県におけるスポーツ政策所管部署の担当職員構成（全体） 

18.3% 30.7% 17.0% 34.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,209)

生涯スポーツ担当 競技スポーツ担当 学校体育担当 その他（施設管理等）

 

※本調査における担当職員とは、地方公共団体において主にスポーツ政策を所管している部署の正規職員 

を指す。以下同じ。 



28 

 

 都道府県において、スポーツ政策を所管する部署の担当職員数別の分布は

「6～10」人が 8.5%、「11～15」人が 21.3%、「16 以上」が 70.2%である。 

 

図表 23：都道府県におけるスポーツ政策所管部署の担当職員数別分布（全体） 

8.5% 21.3% 70.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=47)

なし 1～5 6～10 11～15 16以上
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 （Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

スポーツ政策を所管する部署の担当職員数の構成比を、主管部局別にみる

と、スポーツ政策を首長部局が所管する都道府県（以下、「首長部局主管都道

府県」）では、「生涯スポーツ担当」が 17.8%、「競技スポーツ担当」が 38.6%、

「学校体育担当」が 13.0%、「その他（施設管理等）」が 30.6%である。 

一方、スポーツ政策を教育委員会が所管する都道府県（以下「教育委員会

主管都道府県」）では、「生涯スポーツ担当」が 18.8%、「競技スポーツ担当」

が 23.2%、「学校体育担当」が 20.8%、「その他（施設管理等）」が 37.2%であ

る。 

 

図表 24：都道府県におけるスポーツ政策所管部署の担当職員構成（主管部局別） 

17.8%

18.8%

38.6%

23.2%

13.0%

20.8%

30.6%

37.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=585)

教育委員会(N=624)

生涯スポーツ担当 競技スポーツ担当 学校体育担当 その他（施設管理等）
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スポーツ政策を所管する部署の担当職員数別の分布を、主管部局別にみる

と、「首長部局主管都道府県」では、「11～15」人が 18.8%、「16 以上」が 81.3%、

である。 

一方、「教育委員会主管都道府県」では、「6～10」人が 12.9%、「11～15」

人が 22.6%、「16 以上」が 64.5%である。 

 

 

図表 25：都道府県におけるスポーツ政策所管部署の担当職員数別分布（主管部局別） 

12.9%

18.8%

22.6%

81.3%

64.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)

なし 1～5 6～10 11～15 16以上
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② 市区町村 

（ⅰ）全体 

 市区町村における、スポーツ政策を所管する部署の担当職員数の構成比は、

「生涯スポーツ担当」が 41.7%、「競技スポーツ担当」が 16.9%、「学校体育

担当」が 14.1%、「その他（施設管理等）」が 27.3%である。 

 

図表 26：市区町村におけるスポーツ政策所管部署の担当職員構成（全体） 

41.7% 16.9% 14.1% 27.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=6,289）

生涯スポーツ担当 競技スポーツ担当 学校体育担当 その他（施設管理等）
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 市区町村における、スポーツ政策を所管する部署の担当職員数の分布は、「1

～5」人の割合が最も多く、73.2%であり、次いで「6～10」人が 19.1%であ

る。 

 

図表 27：市区町村におけるスポーツ政策所管部署の担当職員数別分布（全体） 

0.8% 73.2% 19.1%

4.0%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,397）

無回答 1～5 6～10 11～15 16以上
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 （ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

スポーツ政策を所管する部署の担当職員数の構成比を、主管部局別にみる

と、スポーツ政策を首長部局が所管する市区町村（以下、「首長部局主管市区

町村」）では、「生涯スポーツ担当」が 35.0%、「競技スポーツ担当」が 20.8%、

「学校体育担当」が 13.7%、「その他（施設管理等）」が 30.6%である。 

一方、スポーツ政策を教育委員会が所管する教育委員会（以下、「教育委員

会主管市区町村」）では、「生涯スポーツ担当」が 43.3%、「競技スポーツ担当」

が 16.0%、「学校体育担当」が 14.2%、「その他（施設管理等）」が 26.5%であ

る。 

 

図表 28：市区町村におけるスポーツ政策所管部署の担当職員構成（主管部局別） 

35.0%

43.3%

20.8%

16.0%

13.7%

14.2%

30.6%

26.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=1,181）

教育委員会（N=5,108）

生涯スポーツ担当 競技スポーツ担当 学校体育担当 その他（施設管理等）
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スポーツ政策を所管する部署の担当職員数の分布を、主管部局別にみると、

「首長部局主管市区町村」では、「1～5」人が 35.7%、「6～10」人が 38.8%、

「11～15」人が 12.4%、「16 以上」が 13.2%である。 

一方、「教育委員会主管市区町村」では、「1～5」人が 77.0%、「6～10」人

が 17.1%、「11～15」人が 3.2%、「16 以上」が 1.9%である。 

 

図表 29：市区町村におけるスポーツ政策所管部署の担当職員数別分布（主管部局別） 

0.9%

35.7%

77.0%

38.8%

17.1%

12.4%

3.2%

13.2%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=129）

教育委員会（N=1,268）

無回答 1～5 6～10 11～15 16以上
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（ⅲ）人口規模別 

 スポーツ政策を所管する部署の担当職員数の構成比を、人口規模別にみる

と、人口規模が小さくなるにつれて、「生涯スポーツ担当」の割合が大きくな

る傾向が概ね見られる。 

具体的には、「生涯スポーツ担当」の割合は、「50 万人以上」で 31.1%、「20

～50 万人未満」で 34.4%、3 万人未満の都市では 50%程度であり、「5～10 万

人未満」と「3～5 万人未満」の間以外は、人口規模が小さくなるにつれて、

「生涯スポーツ担当」の割合が大きくなる。 

 

図表 30：市区町村におけるスポーツ政策所管部署の担当職員構成（人口規模別） 

31.1%

34.4%

40.9%

43.1%

43.9%

46.8%

49.7%

20.6%

17.8%

15.9%

17.1%

17.6%

16.5%

12.7%

15.8%

14.6%

13.5%

13.2%

12.1%

13.7%

17.4%

32.5%

33.2%

29.7%

26.6%

26.4%

23.0%

20.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上

（N=665）

20～50万人未満

（N=877）

10～20万人未満

（N=981）

5～10万人未満

（N=1,227）

3～5万人未満

（N=814）

1～3万人未満

（N=996）

1万人未満

（N=730）

生涯スポーツ担当 競技スポーツ担当 学校体育担当 その他（施設管理等）

 

※兼務の場合には人数を兼務数に応じて案分している。 

（例：1 人が 2 部署兼務の場合であれば、1 部署につき 0.5 人として集計） 

※「その他（施設管理等」）には、学校体育施設やスポーツ施設管理関連の担当者のほか、国体準備事務局

等の臨時の組織等が含まれる。 
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スポーツ政策を所管する部署の担当職員数の構成比を、人口規模別にみる

と、人口規模が小さくなるにつれて、「1～5」人の割合が大きくなる傾向が概

ね見られる。 

具体的には、「1～5」人の割合は、「50 万人以上」で 3.1%、「20～50 万人未

満」で 12.0%、「10～20 万人未満」で 32.8%、「5～10 万人未満」で 57.5%、

5 万人未満では 80.0%を越えており、人口規模が小さくなるにつれて、「1～5」

人の割合が大きくなる。 

 

 

図表 31：市区町村におけるスポーツ政策所管部署の担当職員数別分布（人口規模別） 

1.3%

0.8%

1.4%

3.1%

12.0%

32.8%

57.5%

83.8%

90.9%

94.8%

12.5%

49.4%

53.0%

34.5%

14.8%

8.3%

3.4%

25.0%

24.1%

9.7%

5.3%

1.0%

0.3%

59.4%

14.5%

4.5%

1.3%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上

（N=32）

20～50万人未満

（N=83）

10～20万人未満

（N=134）

5～10万人未満

（N=226）

3～5万人未満

（N=210）

1～3万人未満

（N=363）

1万人未満

（N=349）

無回答 1～5 6～10 11～15 16以上
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図表 32：市区町村におけるスポーツ政策所管部署の担当職員数別分布 

（主管部局・人口規模別） 

1.5%

0.8%

1.4%

11.1%

12.9%

11.5%

25.7%

35.4%

70.8%

55.9%

100.0%

83.2%

100.0%

90.7%

100.0%

94.8%

17.4%

54.8%

46.2%

62.9%

49.5%

29.2%

35.1%

15.3%

8.4%

3.4%

26.1%

22.2%

19.4%

26.9%

11.4%

9.1%

5.9%

1.0%

0.3%

56.5%

66.7%

12.9%

15.4%

6.1%

1.5%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局

（N=23）

教育委員会

（N=9）

首長部局

（N=31）

教育委員会

（N=52）

首長部局

（N=35）

教育委員会

（N=99）

首長部局

（N=24）

教育委員会

（N=202）

首長部局

（N=8）

教育委員会

（N=202）

首長部局

（N=7）

教育委員会

（N=356）

首長部局

（N=1）

教育委員会

（N=348）

5
0
万
人
以
上

2
0
～

5
0
万
人

未
満

1
0
～

2
0
万
人

未
満

5
～

1
0
万
人
未

満

3
～

5
万
人
未

満

1
～

3
万
人
未

満
1
万
人
未
満

無回答 1～5 6～10 11～15 16以上
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(イ) スポーツ推進審議会の有無 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

 スポーツ振興に関する審議会等（スポーツ振興審議会、スポーツ推進審議

会等を指す。以下、「スポーツ推進審議会」という。）は、全ての都道府県（47

件）で設置されている。 

 

図表 33：都道府県におけるスポーツ推進審議会等設置の有無(全体) 

 

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=47)

1.設置している 2.設置していない
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② 市区町村 

（ⅰ）全体 

 市区町村におけるスポーツ推進審議会等の設置については、「設置してい

る」が 39.8%、「設置していない」が 59.6%である。 

 

図表 34：市区町村におけるスポーツ推進審議会等設置の有無（全体） 

39.8% 59.6% 0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,397）

1．設置している 2．設置していない 無回答
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（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

主管部局別にみると、「首長部局主管市区町村」では、「設置している」が

63.6%、「設置していない」が 35.7%である。 

一方、「教育委員会主管市区町村」では、「設置している」が 37.4%、「設置

していない」が 62.1%である。 

 

図表 35：市区町村におけるスポーツ推進審議会等設置の有無（主管部局別） 

63.6%

37.4%

35.7%

62.1%

0.8%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=129）

教育委員会（N=1,268）

1．設置している 2．設置していない 無回答
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（ⅲ）人口規模別 

 スポーツ推進審議会等の設置について、人口規模別にみると、人口規模が

小さくなるにつれて設置率も低くなる。 

具体的には、「50 万人以上」の市区町村では 78.1%、「20 万人以上～50 万

人未満」の市区町村では 74.7%であるのに対し、「1～3 万人未満」、「1 万人未

満」の市区町村ではそれぞれ 27.8%、18.6%である。 

 

図表 36：市区町村におけるスポーツ推進審議会等設置の有無（人口規模別） 

78.1%

74.7%

61.2%

54.0%

47.1%

27.8%

18.6%

21.9%

25.3%

38.8%

45.6%

51.9%

72.2%

79.9%

0.4%

1.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上

（N=32）

20～50万人未

満
（N=83）

10～20万人未

満
（N=134）

5～10万人未満

（N=226）

3～5万人未満

（N=210）

1～3万人未満

（N=363）

1万人未満

（N=349）

1．設置している 2．設置していない 無回答
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(ウ) スポーツ推進審議会の事務局構成 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

 都道府県のスポーツ推進審議会の事務局を構成する職員の所属部局につい

て集計を行ったところ、「教育委員会」が 78.7%と最も多い。 

 

図表 37：都道府県におけるスポーツ推進審議会の事務局構成（全体）（複数回答） 

78.7%

8.5%

6.4%

10.6%

0.0%

0.0%

10.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．教育委員会

2-1.健康・福祉関連部局

2-2．環境・建設関連部局

2-3．産業関連部局

（観光・文化含む）

2-4．総務・広報・財務関連部局

2-5．企画関連部局

3.その他

全体(N=47)
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（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 スポーツに関する主管部局別に、スポーツ推進審議会の事務局を構成する

職員の所属部局の集計を行ったところ、その結果は以下の通りであり、「首長

部局主管都道府県」の方が、教育委員会以外の部局の職員もスポーツ推進審

議会の事務局を構成する傾向が見られた。 

・「首長部局主管都道府県」では、「1.教育委員会」が 37.5%、「2-1.健康・

福祉関連部局」、「2-2.環境・建設関連部局」がそれぞれ 12.5%、「2-3.産

業関連部局（観光・文化含む）」が 25.0%、「3.その他」が 31.3%である。 

・「教育委員会主管都道府県」では、「1.教育委員会」が 100.0%、「2-1.健

康・福祉関連部局」が 6.5%、「2-2.環境・建設関連部局」、「2-3.産業関連

部局（観光・文化含む）」が 3.2%である。 

 

図表 38：都道府県におけるスポーツ推進審議会の事務局構成（主管部局別）（複数回答） 

（※選択肢 2-1~2-5 が「首長部局」） 

37.5%

12.5%

12.5%

25.0%

0.0%

0.0%

31.3%

100.0%

6.5%

3.2%

3.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．教育委員会

2-1.健康・福祉関連部局

2-2．環境・建設関連部局

2-3．産業関連部局

（観光・文化含む）

2-4．総務・広報・財務関連部局

2-5．企画関連部局

3.その他

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)
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② 市区町村 

（ⅰ）全体 

 市区町村のスポーツ推進審議会の事務局を構成する職員の所属部局につい

て集計を行ったところ、「教育委員会」が 83.5%と最も多い。 

 

図表 39：市区町村におけるスポーツ推進審議会の事務局構成（全体）（複数回答） 

83.5%

3.2%

0.9%

3.2%

1.1%

0.7%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．教育委員会

2-1.健康・福祉関連部局

2-2．環境・建設関連部局

2-3．産業関連部局

（観光・文化含む）

2-4．総務・広報・財務関連部局

2-5．企画関連部局

3．その他

全体（N=556）
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（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 スポーツに関する主管部局別に、スポーツ推進審議会の事務局を構成する

職員の所属部局の集計を行ったところ、その結果は以下の通りであり、「首長

部局主管市区町村」の方が、教育委員会以外の部局の職員もスポーツ推進審

議会の事務局を構成する傾向が見られた（都道府県における集計結果と同様

の傾向である）。 

 

図表 40：市区町村におけるスポーツ推進審議会の事務局構成（主管部局別） 

（複数回答） 

6.1%

18.3%

3.7%

20.7%

1.2%

3.7%

32.9%

96.8%

0.6%

0.4%

0.2%

1.1%

0.2%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．教育委員会

2-1.健康・福祉関連部局

2-2．環境・建設関連部局

2-3．産業関連部局

（観光・文化含む）

2-4．総務・広報・財務関連部局

2-5．企画関連部局

3．その他

首長部局（N=82）

教育委員会（N=474）
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（ⅲ）人口規模別 

 スポーツ推進審議会の事務局を構成する職員の所属部局を、人口規模別に

みると、「1.教育委員会」については、どの人口規模の市区町村においてもス

ポーツ推進審議会の事務局である割合が他の項目と比して高い。 

また、人口規模が小さくなるにつれて「1.教育委員会」の割合は大きくなる

傾向が見られる。 

   さらに、人口規模が「50 万人以上」の市区町村は、「2－3.産業関連部局」、

「2－5.企画関連部局」、「3.その他」の職員をスポーツ推進審議会の事務局と

して用いている割合が他の区分と比べて高い。 

 

図表 41：市区町村におけるスポーツ推進審議会の事務局構成（人口規模別） 

（複数回答） 

28.0%

4.0%

0.0%

24.0%

0.0%

12.0%

32.0%

69.4%

4.8%

0.0%

6.5%

0.0%

1.6%

11.3%

72.0%

8.5%

2.4%

4.9%

0.0%

0.0%

7.3%

86.9%

3.3%

2.5%

2.5%

0.0%

0.0%

4.9%

90.9%

3.0%

0.0%

0.0%

3.0%

0.0%

1.0%

94.1%

0.0%

0.0%

1.0%

1.0%

0.0%

2.0%

98.5%

0.0%

0.0%

0.0%

3.1%

0.0%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．教育委員会

2-1.健康・福祉関連部局

2-2．環境・建設関連部局

2-3．産業関連部局

（観光・文化含む）

2-4．総務・広報・財務関連部局

2-5．企画関連部局

3．その他

50万人以上（N=25）

20～50万人未満（N=62）

10～20万人未満（N=82）

5～10万人未満（N=122）

3～5万人未満（N=99）

1～3万人未満（N=101）

1万人未満（N=65）
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(エ) スポーツ推進審議会の委員構成 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

 都道府県における、スポーツ推進審議会の委員構成の集計を行ったところ、

「3.体育協会」、「7.大学等研究機関」からの者が委員となる都道府県の割合が

それぞれ 87.2%、93.6%と多い。また、「9.スポーツ推進委員」が委員となる

都道府県は 78.7%、「8.他の地方自治体（都道府県・周辺市区町村等）」からの

者が委員となる都道府県の割合は 57.4%である。 

 一方、「5.民間営利スポーツクラブ」、「6.プロスポーツチーム」からの者が

委員となる都道府県は、それぞれ 12.8%、21.3%である。 

 

図表 42：都道府県におけるスポーツ推進審議会の委員構成（全体） 

（複数回答） 

31.9%

25.5%

87.2%

36.2%

12.8%

21.3%

93.6%

57.4%

78.7%

91.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．個別の総合型地域

スポーツクラブ

2．総合型地域スポーツ

クラブ連絡協議会

3．体育協会

4．種目別競技団体

5．民間営利スポーツクラブ

6．プロスポーツチーム

7．大学等研究機関

8．他の地方自治体

(都道府県、周辺市区町村等)

9．スポーツ推進委員

10．その他

全体(N=47)
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（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 スポーツに関する主管部局別に、スポーツ推進審議会の委員構成の集計を

行ったところ、「首長部局主管都道府県」においても、「教育委員会主管都道

府県」においても、「3.体育協会」、「7.大学等研究機関」、「9.スポーツ推進委

員」からの者が委員となる都道府県の割合は 60.0%を越えている。 

 一方で「5.民間営利スポーツクラブ」、「6.プロスポーツチーム」からの者が

スポーツ推進審議会の委員となる都道府県は、「首長部局主管都道府県」にお

いても「教育委員会主管都道府県」においても 20.0%程度である（ただし「首

長部局主管都道府県」のうち、「6.プロスポーツチーム」からの者が委員とな

る割合は 31.3%）。 

 「首長部局主管都道府県」か「教育委員会主管市区町村」かによって最も

差が大きいのは、「8.他の地方自治体（都道府県・周辺市区町村等）」であり、

「首長部局都道府県」37.5%であるのに対し、「教育委員会主管都道府県」

67.7%である。 

 

図表 43：都道府県におけるスポーツ推進審議会の委員構成（主管部局別） 

（複数回答）

31.3%

18.8%

81.3%

37.5%

18.8%

31.3%

87.5%

37.5%

68.8%

93.8%

32.3%

29.0%

90.3%

35.5%

9.7%

16.1%

96.8%

67.7%

83.9%

90.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．個別の総合型地域

スポーツクラブ

2．総合型地域スポーツ

クラブ連絡協議会

3．体育協会

4．種目別競技団体

5．民間営利スポーツクラブ

6．プロスポーツチーム

7．大学等研究機関

8．他の地方自治体

(都道府県、周辺市区町村等)

9．スポーツ推進委員

10．その他

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)
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① 市区町村 

（ⅰ）全体 

 市区町村における、スポーツ推進審議会の委員構成の集計を行ったところ、

「3.体育協会」からの者が委員となる市区町村は 84.0%、「9.スポーツ推進委

員」が委員となる市区町村は 84.0%と多い。 

また、「8.他の地方自治体（都道府県・周辺市区町村等）」の者が委員となる

市区町村の割合は 6.7%である。 

 一方、「5.民間営利スポーツクラブ」、「6.プロスポーツチーム」からの者が

委員となる市区町村は、それぞれ 2.9%である。 

 

図表 44：市区町村におけるスポーツ推進審議会の委員構成（全体） 

（複数回答） 

22.7%

6.7%

84.0%

29.9%

2.9%

2.9%

25.7%

6.7%

84.0%

74.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．個別の総合型地域

スポーツクラブ

2．総合型地域スポーツ

クラブ連絡協議会

3．体育協会

4．種目別競技団体

5．民間営利スポーツクラブ

6．プロスポーツチーム

7．大学等研究機関

8．他の地方自治体

(都道府県、周辺市区町村等)

9．スポーツ推進委員

10．その他

全体（N=556）
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（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 スポーツに関する主管部局別に、スポーツ推進審議会の委員構成の集計を

行ったところ、「首長部局主管市区町村」においても、「教育委員会主管市区

町村」においても、「3.体育協会」、「9.スポーツ推進委員」からの者が委員と

なる市区町村の割合は 80.0%を越えている。 

 「首長部局主管市区町村」か「教育委員会主管市区町村」かによって差が

大きいのは、「7.大学等研究機関（首長部局：65.9%、教育委員会：18.8%）」

である。 

 

図表 45：市区町村におけるスポーツ推進審議会の委員構成（主管部局別） 

（複数回答） 

20.7%

7.3%

93.9%

35.4%

4.9%

8.5%

65.9%

12.2%

90.2%

82.9%

23.0%

6.5%

82.3%

28.9%

2.5%

1.9%

18.8%

5.7%

82.9%

73.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．個別の総合型地域

スポーツクラブ

2．総合型地域スポーツ

クラブ連絡協議会

3．体育協会

4．種目別競技団体

5．民間営利スポーツクラブ

6．プロスポーツチーム

7．大学等研究機関

8．他の地方自治体(都道府県、

周辺市区町村等)

9．スポーツ推進委員

10．その他

首長部局（N=82）

教育委員会（N=474）
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（ⅲ）人口規模別 

 人口規模別に、スポーツ推進審議会の委員構成の集計を行ったところ、人

口規模が大きい市区町村ほど「7.大学等研究機関」からの者が委員となる傾向

が強いことがみられる。 

 さらに、「50 万人以上」の市区町村では、「6.プロスポーツチーム」から委

員を加える割合が 28.0%であり、他の規模の市区町村よりも多い。 
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図表 46：市区町村におけるスポーツ推進審議会の委員構成（人口規模別） 

（複数回答） 

36.0%

12.0%

88.0%

48.0%

4.0%

28.0%

88.0%

8.0%

96.0%

92.0%

16.1%

4.8%

91.9%

29.0%

3.2%

6.5%

66.1%

8.1%

90.3%

87.1%

25.6%

6.1%

93.9%

35.4%

3.7%

1.2%

46.3%

12.2%

89.0%

86.6%

27.9%

10.7%

91.8%

31.1%

4.9%

3.3%

21.3%

10.7%

88.5%

79.5%

26.3%

3.0%

82.8%

27.3%

1.0%

10.1%

6.1%

77.8%

81.8%

22.8%

3.0%

78.2%

27.7%

3.0%

5.0%

1.0%

73.3%

65.3%

4.6%

10.8%

58.5%

21.5%

1.5%

84.6%

35.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．個別の総合型地域

スポーツクラブ

2．総合型地域スポーツ

クラブ連絡協議会

3．体育協会

4．種目別競技団体

5．民間営利スポーツクラブ

6．プロスポーツチーム

7．大学等研究機関

8．他の地方自治体

(都道府県、周辺市区町村等)

9．スポーツ推進委員

10．その他

50万人以上（N=25）

20～50万人未満（N=62）

10～20万人未満（N=82）

5～10万人未満（N=122）

3～5万人未満（N=99）

1～3万人未満（N=101）

1万人未満（N=65）
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(オ) 主な施策テーマにおける所管部署 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

 都道府県において、主要施策が首長部局と教育委員会のいずれの部署に属

するかの所管をみると、首長部局の方が所管している割合が高い施策として、

「2.高齢者・障害者スポーツ（首長部局：89.4%）」、「5.スポーツによる地域振

興（首長部局：51.1%）」が挙げられる。 

 一方、教育委員会の方が所管している割合が高い施策として、「1.子供の体

力向上（教育委員会：95.7%）」、「3.総合型地域スポーツ（教育委員会：63.8%）」、

「4.地域スポーツ指導者の養成（教育委員会：63.8%）」、「6.学校体育施設整備

（教育委員会：95.7%）」、「7.スポーツ施設整備（教育委員会：55.3%）」が挙

げられる。 

 

図表 47：都道府県における主要施策毎の所管部署（全体） 

2.1%

89.4%

34.0%

29.8%

51.1%

2.1%

36.2%

14.9%

95.7%

4.3%

63.8%

63.8%

38.3%

95.7%

55.3%

2.1%

2.1%

6.4%

2.1%

6.4%

10.6%

2.1%

8.5%

83.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．子供の体力向上

2．高齢者・障害者スポーツ

3．総合型地域スポーツクラブ

4．地域スポーツ指導者の養成

5．スポーツによる地域振興

6．学校体育施設整備

7．スポーツ施設整備

8．その他

首長部局 教育委員会 無回答

全体（N=47)
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（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

スポーツに関する主管部局別に、主要施策毎の所管部署をみると、「1.子供

の体力向上」、「6.学校体育施設整備」はスポーツの主管部局に拠らず、教育委

員会が所管している割合が高い。 

一方、「2.高齢者・障害者スポーツ」はスポーツの主管部局に拠らず、首長

部局が所管している割合が高い。 

 

図表 48：都道府県における主要施策毎の所管部署（主管部局別） 

6.3%

93.8%

87.1%

100.0%

87.5%

87.5%

32.3%

6.3%

81.3%

12.9%

31.3%

6.5%

93.8%

96.8%

6.5%

96.8%

96.8%

6.3%

54.8%

93.8%

96.8%

18.8%

74.2%

6.3%

3.2%

6.3%

6.5%

3.2%

12.5%

3.2%

6.3%

12.9%

3.2%

12.9%

62.5%

93.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)

首長部局(N=16)

教育委員会(N=31)

1
．
子
供
の

体
力
向
上

2
．
高
齢
者
・

障
害
者
ス

ポ
ー
ツ

3
．
総
合
型

地
域
ス
ポ
ー

ツ
ク
ラ
ブ

4
．
地
域
ス

ポ
ー
ツ
指
導

者
の
養
成

5
．
ス
ポ
ー
ツ

に
よ
る
地
域

振
興

6
．
学
校
体

育
施
設
整
備

7
．
ス
ポ
ー
ツ

施
設
整
備

8
．
そ
の
他

首長部局 教育委員会 無回答
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② 市区町村 

（ⅰ）全体 

 市区町村において、主要施策が首長部局と教育委員会のいずれの部署に属

するかの所管をみると、首長部局の方が所管している割合が高い施策として、

「2.高齢者・障害者スポーツ（首長部局：49.0%）」が挙げられる。 

 一方、上記を除く「1.子供の体力向上」、「3.総合型地域スポーツ」、「4.地域

スポーツ指導者の養成」、「5.スポーツによる地域振興」、「6.学校体育施設整備」、

「7.スポーツ施設整備」は、教育委員会の方が所管している割合が高い。 

 

図表 49：市区町村における主要施策毎の所管部署（全体） 
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49.0%
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8.7%

12.1%
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0.5%

83.6%

37.5%
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78.2%

76.6%

88.8%

79.0%

1.0%

10.9%

13.5%

13.2%

13.1%

11.3%

9.5%

8.7%

98.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．子供の体力向上

2．高齢者・障害者スポーツ

3．総合型地域スポーツクラブ

4．地域スポーツ指導者の養成

5．スポーツによる地域振興

6．学校体育施設整備

7．スポーツ施設整備

8．その他

首長部局 教育員会 無回答

（N=1,397 ）
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（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

スポーツに関する主管部局別に、主要施策毎の所管部署をみると、既述の

「都道府県・主管部局別集計」の傾向と同様に、「1.子供の体力向上」及び「6.

学校体育施設整備」はスポーツの主管部局に拠らず、教育委員会の方が所管

している割合が高い。 

一方、「2.高齢者・障害者スポーツ」はスポーツの主管部局に拠らず、首長

部局の方が所管している割合が高い。 
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図表 50：市区町村における主要施策毎の所管部署（主管部局別） 
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首長部局 教育委員会 無回答
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（ⅲ）人口規模別 

人口規模別に、主要施策毎の所管部署をみると、「1.子供の体力向上」につ

いては、人口の規模にかかわらず、70.0%以上が「教育委員会」による所管で

ある。 

 「2.高齢者・障害者スポーツ」については人口規模が 5 万人未満の市区町村

では 40.0%程度が「教育委員会」による所管であるのに対し、「10～20 万人

未満」、「20～50 万人未満」ではその割合は概ね 20.0%程度、「50 万人以上」

で 6.9%にとどまる。 

 「3.総合型地域スポーツクラブ」や「4.地域スポーツ指導者の養成」、「5.ス

ポーツによる地域振興」、「7.スポーツ施設整備」については、「50 万人以上」

の市区町村では「首長部局」による所管割合が 70.0%以上である。「20～50

万人未満」よりも規模の小さな市区町村では、「教育委員会」が所管する割合

が大きい。 
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図表 51：市区町村における主要施策毎の所管部署（1-4）（人口規模別） 

6.3%

14.5%

9.0%

7.5%

4.3%

5.2%

1.7%

90.6%

65.1%

69.4%

57.5%

46.7%

45.5%

33.2%

75.0%

33.7%

25.4%

11.5%

3.3%

1.4%

1.1%

75.0%

33.7%

24.6%

10.6%

2.9%

1.7%

0.3%

87.5%

74.7%

79.9%

84.1%

84.8%

84.0%

85.4%

6.3%

24.1%

19.4%

32.7%

38.6%

41.9%

48.4%

25.0%

60.2%

67.2%

81.0%

82.9%

85.1%

77.7%

25.0%

60.2%

64.2%

79.6%

83.8%

85.1%

81.1%

6.3%

10.8%

11.2%

8.4%

11.0%

10.7%

12.9%

3.1%

10.8%

11.2%

9.7%

14.8%

12.7%

18.3%

6.0%

7.5%

7.5%

13.8%

13.5%

21.2%

6.0%

11.2%

9.7%

13.3%

13.2%

18.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=32）

20～50万人未満（N=83）

10～20万人未満（N=134）

5～10万人未満（N=226）

3～5万人未満（N=210）

1～3万人未満（N=363）

1万人未満（N=349）

50万人以上（N=32）

20～50万人未満（N=83）

10～20万人未満（N=134）

5～10万人未満（N=226）

3～5万人未満（N=210）

1～3万人未満（N=363）

1万人未満（N=349）

50万人以上（N=32）

20～50万人未満（N=83）

10～20万人未満（N=134）

5～10万人未満（N=226）

3～5万人未満（N=210）

1～3万人未満（N=363）

1万人未満（N=349）

50万人以上（N=32）

20～50万人未満（N=83）

10～20万人未満（N=134）

5～10万人未満（N=226）

3～5万人未満（N=210）

1～3万人未満（N=363）

1万人未満（N=349）

1
．
子
供
の
体
力
向
上

2
．
高
齢
者
・
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ

3
．
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ

4
．
地
域
ス
ポ
ー
ツ
指
導
者
の
養
成
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図表 52：市区町村における主要施策毎の所管部署（5-8）（人口規模別） 
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首長部局 教育委員会 無回答
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(カ) 主要施策における首長部局・教育委員会の連携 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

 主要施策における首長部局と教育委員会の間の連携状況は、「2.高齢者・障

害者スポーツ」について 36.2%の都道府県が連携しており、質問項目の中で

は最も高い割合である。次いで、「7.スポーツ施設整備」について 31.9%が、

「1.子供の体力向上」について 21.3%が連携している。 

 

図表 53：都道府県における主要施策毎の首長部局・教育委員会の連携（全体） 
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87.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1．子供の体力向上

2．高齢者・障害者スポーツ

3．総合型地域スポーツクラブ

4．地域スポーツ指導者の養成

5．スポーツによる地域振興

6．学校体育施設整備

7．スポーツ施設整備

8．その他

連携有り 連携無し 無回答

全体（N=47)
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（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 主要施策における首長部局と教育委員会の間の連携状況は、「首長部局主管

都道府県」では、「1.子供の体力向上」について全体の 37.5%が連携している。

次いで「3.総合型地域スポーツクラブ」、「4.地域スポーツ指導者の養成」及び

「6.学校体育施設整備」では 25.0%が連携している。 

 「教育委員会主管都道府県」では、「2.高齢者・障害者スポーツ」について

全体の 48.4%が連携しており、次いで「7.スポーツ施設整備」について 45.2%

が、「5.スポーツによる地域振興」について 35.5%が連携している。 

 

図表 54：都道府県における主要施策毎の首長部局・教育委員会の連携（主管部局別） 
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連携あり 連携無し 無回答
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② 市区町村 

（ⅰ）全体 

 主要施策における首長部局と教育委員会の間の連携状況は、「2.高齢者・障

害者スポーツ」について 32.1%の市区町村が連携している。次いで、「5.スポ

ーツによる地域振興」について 22.4%が、「7.スポーツ施設整備」について

21.3%が連携している。 

 

図表 55：市区町村における主要施策毎の首長部局・教育委員会の連携（全体） 
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8．その他

連携あり 連携無し 無回答

（N=1,397 ）
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 （ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

主要施策における首長部局と教育委員会の間の連携状況は、「首長部局主管

市区町村」では、「1.子供の体力向上」について全体の 40.3%が連携している。

次いで「6.学校体育施設整備」では 36.4%が連携している。 

 「教育委員会主管市区町村」では、「2.高齢者・障害者スポーツ」について

全体の 34.6%が連携しており、次いで「5.スポーツによる地域振興」について

23.2%が、「7.スポーツ施設整備」について 22.9%が連携している。 

 

図表 56：市区町村における主要施策毎の首長部局・教育委員会の連携（主管部局別） 
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（ⅲ）人口規模別 

人口規模別に、主要施策における首長部局と教育委員会の間の連携状況を

みると、「1.子供の体力向上」については、「50 万人以上」の市区町村では 50.0%

程度が、「20～50 万人未満」の市区町村では 30.0%程度が連携している。一

方で、「10～20 万人未満」より小さい規模の市区町村では、20.0%未満が連携

している。 

また、「6.学校体育施設整備」については、「50 万人以上」の市区町村では

40.0%弱程度が連携しており、「20～50 万人未満」より小さい規模の市区町村

では、いずれも 20.0%以下が連携している。 
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図表 57：市区町村における主要施策毎の首長部局・教育委員会の連携（1-4） 

（人口規模別） 
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図表 58：市区町村における主要施策毎の首長部局・教育委員会の連携（5-8） 

（人口規模別） 
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(キ) 外部関係主体との連携 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

 スポーツ施策実施に関する外部関係主体（以下、「外部関係主体」）との連

携状況は、「3.体育協会」については 100.0%の都道府県が連携している。次い

で、「2.総合型地域スポーツクラブ連絡協議会」とは 89.4%、「4.種目別競技団

体」とは 74.5%の都道府県が連携している。さらには、「1.個別の総合型地域

スポーツクラブ」、「6.プロスポーツチーム」、「8.大学等研究機関」、「9. 他の

地方自治体（都道府県、周辺市区町村等）」とも 50.0%を上回る都道府県が連

携している。 

 一方、「5.民間営利スポーツクラブ」、「7.民間企業（5.6.以外）」と連携して

いる都道府県はそれぞれ 12.8%、36.2%と 50.0%を下回っている。 

 

図表 59：都道府県における外部関係主体との連携（全体） 
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10．その他

連携有り 連携無し 無回答

全体（N=47)
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（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 スポーツに関する主管部局別に、スポーツ施策実施に関する外部関係主体

との連携状況をみると、「首長部局主管都道府県」においても、「教育委員会

主管都道府県」においても、「3.体育協会」との連携割合は 100.0%と最も高い。 

また「2.総合型地域スポーツクラブ連絡協議会」との連携では、「首長部局

主管都道府県」では 87.5%、「教育委員会主管都道府県」では 90.3%が連携し

ている。 

一方で「5.民間営利スポーツクラブ」との連携は、「首長部局主管都道府県」

では 12.5 %、「教育委員会主管都道府県」では 12.9%である。 

 また、「4．種目別競技団体」との連携は、「首長部局主管都道府県（87.5%）」

と「教育委員会主管都道府県（67.7%）」で 20 ポイント近い差がみられる。 
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図表 60：都道府県における外部関係主体との連携（主管部局別） 
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② 市区町村 

（ⅰ）全体 

 スポーツ施策実施に関する外部関係主体との連携状況は、「3.体育協会」に

ついては 75.4%の市区町村が連携している。次いで、「4.種目別競技団体」と

は 49.1%、「1.個別の総合型地域スポーツクラブ」とは 37.2%、「9. 他の地方

自治体（都道府県、周辺市区町村等）」とは 30.4%の市区町村が連携している。 

 一方、「2.総合型地域スポーツクラブ連絡協議会」、「5.民間営利スポーツク

ラブ」、「6.プロスポーツチーム」、「7.民間企業（5.6.以外）」と連携している市

区町村はいずれも 20.0%を下回っている。 

 

図表 61：市区町村における外部関係主体との連携（全体） 
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（N=1,397 ）

 



72 

 

（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 スポーツに関する主管部局別に、スポーツ施策実施に関する外部関係主体

との連携状況をみると、「首長部局主管市区町村」は、「教育委員会主管市区

町村」よりも、総じて外部関係主体と連携している割合が高い。 

 特に、「6.プロスポーツチーム（首長部局：44.2%、教育委員会：13.2%）」、

「7.民間企業（首長部局：27.9%、教育委員会：10.6%）」、「8.大学等研究機関

（首長部局：32.6%、教育委員会：10.6%）」等は連携している市区町村の割

合の差異が他の項目と比較して大きい。 
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図表 62：市区町村における外部関係主体との連携（主管部局別） 
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（ⅲ）人口規模別 

人口規模別に、スポーツ施策実施に関する外部関係主体との連携状況をみ

ると、「3.体育協会」との連携については、「50 万人以上」、「20～50 万人未満」

の市区町村では 100.0%、20 万人未満の人口規模でも 90.0%前後であり、他の

外部関係主体に比して連携している割合が大きい。 

 「2．総合型地域スポーツクラブ連携協議会」及び「9.他の地方自治体（都

道府県、周辺市区町村等）」を除く各外部関係主体では、概ね、人口規模が大

きくなるほど連携を行っている市区町村の割合が大きいという傾向が見られ

る。「9.他の地方自治体（都道府県、周辺市区町村等）」については、「10～20

万人未満」の市区町村における連携割合が大きい（52.2%）。 
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図表 63：市区町村における外部関係主体との連携（1-5）（人口規模別） 
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図表 64：市区町村における外部関係主体との連携（6-10）（人口規模別） 
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(ク) 外部関係主体との今後の連携意向 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

 スポーツ施策実施に関する外部関係主体との今後の連携の意向では、「3.体

育協会」について 89.4%の都道府県が連携意向を有している。次いで、「2.総

合型地域スポーツクラブ連絡協議会」とは 83.0%、「4.種目別競技団体」とは

74.5%の都道府県が連携意向を有している。さらには、「1.個別の総合型地域

スポーツクラブ」、「6.プロスポーツチーム」、「8.大学等研究機関」、「9. 他の

地方自治体（都道府県、周辺市区町村等）」とも 50.0%を上回る都道府県が連

携意向を有している。 

 一方、「5.民間営利スポーツクラブ」、「7.民間企業（5.6.以外）」との連携意

向を有している都道府県はそれぞれ 25.5%、48.9%と 50.0%を下回っている。 

 

図表 65：都道府県における外部関係主体との今後の連携意向（全体） 
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（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 スポーツに関する主管部局別に、スポーツ施策実施に関する外部関係主体

との今後の連携の意向をみると、全ての項目で「首長部局主管都道府県」の

方が、「教育委員会主管都道府県」よりも、外部関係主体との今後の連携意向

は高い。 

 「首長部局主管都道府県」と「教育委員会主管都道府県」の連携意向の差

については、特に、「4.種目別競技団体（首長部局：87.5%、教育委員会：67.7%）」

及び「5.民間営利スポーツクラブ（首長部局：37.5%、教育委員会：19.4%）」

等において顕著である。 
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図表 66：都道府県における外部関係主体との今後の連携意向（主管部局別） 
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② 市区町村 

（ⅰ）全体 

 スポーツ施策実施に関する外部関係主体との今後の連携の意向では、「3.体

育協会」について 75.7%の市区町村が連携意向を有している。次いで、「4.種

目別競技団体」とは 49.0%、「1.個別の総合型地域スポーツクラブ」とは 44.7%

の市区町村が連携意向を有している。 

一方、「5.民間営利スポーツクラブ」、「6.プロスポーツチーム」、「7.民間企

業（5.6.以外）」、「8.大学等研究機関」との連携意向を有している市区町村は

20.0%を下回っている。 

 

図表 67：市区町村における外部関係主体との今後の連携意向（全体） 
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（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 スポーツに関する主管部局別に、スポーツ施策実施に関する外部関係主体

との今後の連携の意向をみると、「首長部局主管市区町村」の方が、「教育委

員会主管市区町村」よりも、外部関係主体との今後の連携意向は高い。 

 例えば、「5.民間営利スポーツクラブ（首長部局：24.0%、教育委員会：8.7%）」、

「6.プロスポーツチーム（首長部局：41.9%、教育委員会：13.9%）」、「7.民間

企業（首長部局：30.2%、教育委員会：13.2%）」、「8.大学等研究機関（首長部

局：36.4%、教育委員会：13.8%）」等の差が顕著である。 
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図表 68：市区町村における外部関係主体との今後の連携意向（主管部局別） 
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（ⅲ）人口規模別 

人口規模別に、スポーツ施策実施に関する外部関係主体との今後の連携の

意向をみると、「3.体育協会」との連携については、いずれの都市規模の市区

町村でも 70.0%を超える連携意向を示しており、他の外部関係主体に比して

連携意向が高い。 

「1.個別の総合型地域スポーツクラブ」、「5.民間営利スポーツクラブ」、「6.

プロスポーツチーム」、「7.民間企業（5.6.以外）」のように、多くの外部関係

主体に対して、人口規模が大きくなるほど連携意向を示す市区町村の割合が

大きくなっている。 

「9.他の地方自治体（都道府県、周辺市区町村等）」については、「10～20

万人未満」の市区町村において連携意向を示す割合が大きい（53.0%）。 
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図表 69：市区町村における外部関係主体との今後の連携意向（1-5）（人口規模別） 
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図表 70：市区町村における外部関係主体との今後の連携意向（6-10）（人口規模別） 
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(2) 予算の状況 

本項では、地方公共団体における平成 24 年度予算額（外部資金含む。前年度繰

越金は除く。）を把握した。本調査で用いた費目の定義は以下の通り。 

 

図表 71：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額（全体）  

費目 定義 

学校体育関係費 学校体育に係る費用（指導教員等の人件費は含まない）。 

生涯スポーツ関係費 子供の体力向上に係る費用や、広くスポーツの普及・振興や

スポーツを活用した地域振興を目的とした、市民マラソン大

会等のスポーツイベント費。 

 内、総合型地域スポー

ツクラブ支援費 

地方公共団体から総合型地域スポーツクラブへの助成（ある

いは委託事業等）。 

競技スポーツ関係費 競技力向上を目的とした、合宿費やスポーツイベント費等。 

 内、国体等大規模競技

大会の関係費 

国体等全国レベルの大規模競技大会の開催にむけた選手強化

費、国体事務局運営費、積立金等。 

学校体育施設の整備関係費 学校体育施設の整備に係る諸費用。 

 内、学校開放のための

整備関係費 

夜間照明設置費等学校開放のための整備関係費。 

スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の整備全般に係る費用。 

スポーツ施設の運営管理費 主に指定管理者への指定管理料。 

スポーツ団体運営助成費 体育協会の経常経費への補助費等。 

その他 上記以外の費用。 
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(ア) スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額（外部資金含む。前年度繰越は除く。） 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

 都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額をみると、

「学校体育関係費」が 3,008 百万円、「生涯スポーツ関係費」が 2,299 百万円、

「競技スポーツ関係費」が 23,582 百万円、「学校体育施設の整備関係費」が

7,392 百万円、「スポーツ施設の整備関係費」が 19,666 百万円、「スポーツ施

設の運営管理費」が 16,229 万円、「スポーツ団体運営助成費」が 1,614 百万

円である。 

 

図表 72：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額（全体） 
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総額79,074百万円
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都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額の構成比を

みると、「学校体育関係費」が 3.8%、「生涯スポーツ関係費」が 2.9%、「競技

スポーツ関係費」が 29.8%、「学校体育施設の整備関係費」が 9.3%、「スポー

ツ施設の整備関係費」が 24.9%、「スポーツ施設の運営管理費」が 20.5%、「ス

ポーツ団体運営助成費」が 2.0%である。 

 

図表 73：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 
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総額79,074百万円

学校体育関係費 生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費 学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の運営管理費

スポーツ団体運営助成費 その他
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の

割合をみると、平成 24 年度予算額の「生涯スポーツ関係費」（2,299 百万円）

のうち、11.3%が「総合型地域スポーツクラブ支援費」である。 

 

図表 74：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（生涯スポーツ関係費） 

88.7% 11.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=46)

金額(2,299百万円)

内：総合型地域スポーツクラブ支援費

 

 

「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係費」の割

合をみると、平成 24 年度予算額の「競技スポーツ関係費」（23,582 百万円）

のうち、70.6%が「国体等大規模競技大会の関係費」である。 

 

図表 75：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（競技スポーツ関係費） 

29.4% 70.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=46)

金額(23,582百万円)

内：国体等大規模競技大会の関係費
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「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」

の割合をみると、平成 24 年度予算額の「学校体育施設の整備関係費」（7,392

百万円）のうち、0.6%が「学校開放のための整備関係費」である。 

 

図表 76：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（学校体育施設の整備関係費） 
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内：学校開放のための整備関係費
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（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額を主管部局別に

みると、全体の予算合計金額が他の項目と比較して大きい「競技スポーツ関係費」

（29.8%：23,582 百万円）では、「首長部局主管都道府県」が 10,420 百万円（13.2％）、

「教育委員会主管都道府県」が 13,162 百万円（16.6％）である（但し、予算全体

に占める比率、以下同様）。また、「スポーツ施設の整備関係費」（24.9％：16,299

百万円）では、「首長部局主管都道府県」が 14,778 百万円（18.7％）、「教育委員

会主管都道府県」が 4,888 百万円（6.2％）である。 

 さらに、構成比でみると、「首長部局主管都道府県」では、「スポーツ施設の整

備関係費」が 18.7%と他の項目よりも割合が大きい。次いで割合が大きい項目は

「競技スポーツ関係費」(13.2%)である。 

 一方、「教育委員会主管都道府県」では、「競技スポーツ関係費」が 16.6%と他

の項目よりも割合が大きい。次いで割合が大きい項目は「スポーツ施設の運営管

理費」(11.7%)である。 

図表 77：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額（主管部局別） 
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スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の運営管理費

スポーツ団体運営助成費 その他
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※円内の比率は、総額 79,074 百万円を 100%とした場合の比率。 
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の割

合をみると、「首長部局主管都道府県」では、平成 24 年度予算額の「生涯ス

ポーツ関係費」（1,213 百万円）のうち、13.5%が「総合型地域スポーツクラ

ブ支援費」である。 

一方、「教育委員会主管都道府県」では、平成 24 年度予算額の「生涯スポ

ーツ関係費」（1,086 百万円）のうち、8.9%が「総合型地域スポーツクラブ支

援費」である。 

 

図表 78：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 
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「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係費」の割

合をみると、「首長部局主管都道府県」では、平成 24 年度予算額の「競技ス

ポーツ関係費」（10,420 百万円）のうち、65.9%が「国体等大規模競技大会の

関係費」である。 

一方、「教育委員会主管都道府県」では、平成 24 年度予算額の「競技スポ

ーツ関係費」（13,162 百万円）のうち、74.3%が「国体等大規模競技大会の関

係費」である。 

 

図表 79：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（競技スポーツ関係費） 
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内：国体等大規模競技大会の関係費
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「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」

の割合をみると、「首長部局主管都道府県」では、平成 24 年度予算額の「学

校体育施設の整備関係費」（3,903 百万円）のうち、0.1%が「学校開放のため

の整備関係費」である。 

 一方、「教育委員会主管都道府県」では、平成 24 年度予算額の「学校体育

施設の整備関係費」（3,488 百万円）のうち、1.1%が「学校開放のための整備

関係費」である。 

 

図表 80：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（学校体育施設の整備関係費） 
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内：学校開放のための整備関係費
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② 市区町村 

（ⅰ）全体 

 市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額をみると、

「学校体育関係費」が 6,185 百万円、「生涯スポーツ関係費」が 17,357 百万

円、「競技スポーツ関係費」が 9,342 百万円、「学校体育施設の整備関係費」

が 39,533 百万円、「スポーツ施設の整備関係費」が 82,126 百万円、「スポー

ツ施設の運営管理費」が 112,175 百万円、「スポーツ団体運営助成費」が 10,230

百万円である。 

 

図表 81：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額（全体） 
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0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

学校体育関係費

（N=515）

生涯スポーツ関係費

（N=1,233）

競技スポーツ関係費
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学校体育施設の整備関係費

（N=674）

スポーツ施設の整備関係費

（N=1,005）

スポーツ施設の運営管理費

（N=852）

スポーツ団体運営助成費

（N=1,043）

その他

（N=357）

（百万円）

全体(N=1,325)

総額292,172百万円
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額の構成比を

みると、「学校体育関係費」が 2.1%、「生涯スポーツ関係費」が 5.9%、「競技

スポーツ関係費」が 3.2%、「学校体育施設の整備関係費」が 13.5%、「スポー

ツ施設の整備関係費」が 28.1%、「スポーツ施設の運営管理費」が 38.4%、「ス

ポーツ団体運営助成費」が 3.5%である。 

 

図表 82：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

2.1%

5.9%

3.2%

13.5% 28.1% 38.4%
3.5%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,325)

総額292,172百万円

学校体育関係費 生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費 学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の運営管理費

スポーツ団体運営助成費 その他
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の

割合をみると、平成 24 年度予算額の「生涯スポーツ関係費」（17,357 百万円）

のうち、7.1%が「総合型地域スポーツ支援費」である。 

 

図表 83：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（生涯スポーツ関係費） 

92.9% 7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=1,233)

金額17,357百万円

内：総合型地域スポーツクラブﾞ支援費

 

 

 

「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係費」の割

合をみると、平成 24 年度予算額の「競技スポーツ関係費」（9,342 百万円）の

うち、68.7%が「国体等大規模競技大会の関係費」である。 

 

図表 84：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（競技スポーツ関係費） 

31.3% 68.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=639)

金額9,342百万円

内：国体等大規模競技大会の関係費
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「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」

の割合をみると、平成 24 年度予算額の「学校体育施設の整備関係費」（39,533

百万円）のうち、10.1%が「学校開放のための整備関係費」である。 

 

図表 85：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（学校体育施設の整備関係費） 

89.9% 10.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=674)

金額39,533百万円

内：学校開放のための整備関係費
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（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額を主管部局

別にみると、「スポーツ施設の運営管理費」（38.4％：112,175 百万円）では、

「首長部局主管市区町村」が 43,574 百万円（14.9％）であり（但し、予算全

体に占める比率、以下同様）、「教育委員会主管市区町村」は 68,602 百万円

（23.5％）であり、他の項目よりも割合が大きい。 

また、「スポーツ施設の整備関係費」（28.1％：82,126 百万円）では、「首長

部局主管市区町村」が 24,494 百万円（8.4％）、「教育委員会主管市区町村」が

57,633 百万円（19.7％）である。 

図表 86：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額（主管部局別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※円内の比率は、総額 232,172 百万円を 100%とした場合の比率。 
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0.4%

1.7%
1.6%

4.3%
1.1%

2.1%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

学校体育関係費 生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費 学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の運営管理費

スポーツ団体運営助成費 その他

内円 

外円 

内円 

総額 

292,172 

百万円 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

首長部局（N=199） 教育委員会（N=1,114）
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の

割合をみると、「首長部局主管市区町村」では、平成 24 年度予算額の「生涯

スポーツ関係費」（4,764 百万円）のうち、3.2%が「総合型地域スポーツクラ

ブ支援費」である。 

一方、「教育委員会主管市区町村」では、平成 24 年度予算額の「生涯スポ

ーツ関係費」（12,583 百万円）のうち、7.9%が「総合型地域スポーツクラブ

支援費」である。 

 

図表 87：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（生涯スポーツ関係費） 

96.8%

92.1%

3.2%

7.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=119）

金額4,764百万円

教育委員会（N=1,114）

金額12,583百万円

内：総合型地域スポーツクラブﾞ支援費
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「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係費」の割

合をみると、「首長部局主管市区町村」では、平成 24 年度予算額の「競技ス

ポーツ関係費」（3,093 百万円）のうち、3.2%が「国体等大規模競技大会の関

係費」である。 

一方、「教育委員会主管市区町村」では、平成 24 年度予算額の「競技スポ

ーツ関係費」（6,248 百万円）のうち、12.3%が「国体等大規模競技大会の関

係費」である。 

 

図表 88：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（競技スポーツ関係費） 

96.8%

87.7%

3.2%

12.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=86）

金額3,093百万円

教育委員会（N=553）

金額 6,248百万円

内：国体等大規模競技大会の関係費
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「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」

の割合をみると、「首長部局主管市区町村」では、平成 24 年度予算額の「学

校体育施設の整備関係費」（14,469 百万円）のうち、3.2%が「学校開放のた

めの整備関係費」である。 

 一方、「教育委員会主管市区町村」では、平成 24 年度予算額の「学校体育

施設の整備関係費」（25,064 百万円）のうち、12.3%が「学校開放のための整

備関係費」である。 

 

図表 89：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（学校体育施設の整備関係費） 

96.8%

87.7%

3.2%

12.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=87）

金額14,469百万円

教育委員会（N=587）

金額25,064百万円

内：学校開放のための整備関係費
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（ⅲ）人口規模別 

市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額を人口規模

別にみると、全体の予算合計金額が他の項目と比較して金額の大きい「スポ

ーツ施設の運営管理費」では、「50 万人以上」が 31,524 百万円である。次い

で、「20～50 万人未満」が 28,304 百万円、「10～20 万人未満」が 20,499 百

万円である。さらに、「5～10 万人未満」が 14,943 百万円、「3～5 万人未満」

が 8,844 百万円、「1～3 万人未満」が 5,946 百万円、「1 万人未満」が 2,115

百万円である。 
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図表 90：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額（人口規模別） 
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スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額を構成比でみると、「50 万人以

上」、「20～50 万人未満」、「10～20 万人未満」、「5～10 万人未満」では、「ス

ポーツ施設の運営管理費」の割合が他の項目と比較して大きい。 

一方、「3～5 万人未満」、「1～3 万人未満」、「1 万人未満」では、「スポーツ

施設の整備関係費」の割合が他の項目と比較して大きい。 

 

図表 91：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（人口規模別） 

1.5%

2.6%

2.7%

1.6%

1.5%

2.3%

2.1%

6.3%

4.6%

4.1%

6.9%

7.1%

9.2%

9.4%

2.9%

3.6%

2.1%

2.0%

5.0%

5.7%

3.1%

8.4%

12.3%

18.5%

15.3%

11.3%

17.4%

11.4%

21.5%

27.6%

31.6%

25.5%

33.1%

30.0%

42.8%

52.3%

41.7%

32.8%

36.2%

32.4%

25.6%

21.5%

2.6%

2.4%

5.4%

3.1%

3.7%

4.1%

4.0%

4.4%

5.0%

2.8%

9.5%

5.9%

5.7%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=30）

金額60,219百万円

20～50万人未満

（N=81）

金額67,797百万円

10～20万人未満

（N=131）
金額62,406百万円
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の

割合をみると、「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ

支援費」の割合は、「1～3 万人」、「1 万人未満」を除くどの規模の市区町村に

おいても 10.0%未満である。 

 

図表 92：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（人口規模別） 

（生涯スポーツ関係費） 
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内：総合型地域スポーツクラブﾞ支援費

 

 



107 

 

「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係費」の割

合をみると、「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係

費」の割合は、「20～50 万人未満」では 45.1%、「5～10 万人未満」では 41.8%、

「1～3 万人未満」では 44.8%、「1 万人未満」では 45.8%である。 

一方、「50 万人以上」、「10～20 万人未満」、「3～5 万人未満」では、40.0%

未満である。 

 

図表 93：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（人口規模別） 

（競技スポーツ関係費） 
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41.8%
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50万人以上（N=28）

金額1,734百万円

20～50万人未満

（N=60）
金額 2,460百万円

10～20万人未満

（N=80）
金額 1,324百万円

5～10万人未満

（N=126）
金額824百万円

3～5万人未満

（N=107）
金額 1,370百万円

1～3万人未満

（N=142）
金額 1,325百万円

1万人未満（N=96）

金額 305百万円

内：国体等大規模競技大会の関係費
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「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」

の割合をみると、「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための

整備関係費」の割合は、「5～10 万人未満」を除くどの規模の市区町村におい

ても、10.0%未満である。 

 

図表 94：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（人口規模別） 

（学校体育施設の整備関係費） 
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3.5%

9.7%
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（N=63）
金額8,367百万円

10～20万人未満

（N=77）
金額11,518百万円

5～10万人未満

（N=121）
金額6,321百万円

3～5万人未満

（N=100）
金額3,085百万円

1～3万人未満

（N=167）
金額4,057百万円
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内：学校開放のための整備関係費
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(イ) 外部資金額 

 本項では、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外部資金額を把

握した。外部資金に係る費目の定義は以下の通り。 

 

図表 95：平成 24 年度スポーツ関係外部資金費目の定義 

主な費目 定義 

国からの補助金 地域のスポーツ環境整備の推進関連予算等、国から地方公共

団体への助成。 

都道府県からの補助金 

（市区町村のみ） 

都道府県から市区町村への助成。 

toto 助成 スポーツ振興投票法第２１条に基づく、スポーツ振興投票に

係る収益による地方公共団体への助成。地方公共団体スポー

ツ活動助成や総合型地域スポーツクラブ活動助成等がある。 

その他 上記以外の費用。 

 

 



110 

 

① 都道府県 

（Ⅰ）全体 

都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の金額をみると、「学校体育関係費」が 496 百万円、「生涯スポーツ

関係費」が 275 百万円、「競技スポーツ関係費」が 245 百万円、「学校体育施

設の整備関係費」が 1,756 百万円、「スポーツ施設の整備関係費」が 2,388 百

万円、「スポーツ施設の運営管理費」が 890 百万円、「スポーツ団体運営助成

費」が 40 百万円である。 

 

図表 96：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係外部資金額（全体） 

496 

275 

245 

1,756 

2,388 

890 

40 

1,057 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 

学校体育関係費

生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費

学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費

スポーツ施設の運営関係費

スポーツ団体運営助成費

その他

（百万円）

全体（N=44)

金額7,147百万円

 

 ※3 県が無回答であったため、「N＝４４」とした。 

都道府県については以下、同様。 



111 

 

都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の構成比をみると、「学校体育関係費」が 6.9%、「生涯スポーツ関係

費」が 3.9%、「競技スポーツ関係費」が 3.4%、「学校体育施設の整備関係費」

が 24.6%、「スポーツ施設の整備関係費」が 33.4%、「スポーツ施設の運営管

理費」が 12.5%、「スポーツ団体運営助成費」が 0.6%である。 

 

図表 97：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（全体） 

6.9%

3.9%

3.4% 24.6% 33.4% 12.5%

0.6%

14.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=44)

金額7,147百万円

学校体育関係費 生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費 学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の運営関係費

スポーツ団体運営助成費 その他
 

 

都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分を出所別にみると、「国からの補助金」が 60.4%、「toto 助成」が 7.5%

である。 

 

図表 98：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（全体） 

60.4% 7.5% 32.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=44)

金額7,147百万円

国からの補助金 toto助成 その他
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の

割合をみると、平成 24 年度の予算額の外部資金の「生涯スポーツ関係費」（275

百万円）のうち、19.7%が「総合型地域スポーツクラブ支援費」である。 

 

図表 99：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（生涯スポーツ関係費） 

80.3% 19.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=32)

金額275百万円

内：総合型地域スポーツクラブ支援費
 

 

「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係費」の割

合をみると、平成 24 年度の予算額の外部資金の「競技スポーツ関係費」（245

百万円）のうち、57.6%が「国体等大規模競技会の関係費」である。 

 

図表 100：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（競技スポーツ関係費） 

42.4% 57.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=12)

金額245百万円

内：国体等大規模競技会の関係費
 

 

「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」
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の割合をみると、平成 24 年度予算額の外部資金の「学校体育施設の整備関係

費」（1,756 百万円）のうち、0.6%が「学校開放のための整備関係費」である。 

 

図表 101：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（学校体育施設の整備関係費） 

99.4% 0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=10)

金額1,756百万円

内：学校開放のための整備関係費
 

 



114 

 

都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額の構成比を出

所別にみると、「学校体育関係費」「学校体育施設の整備関係費」や「スポー

ツ団体運営助成費」は「国からの補助金」が高く 80%以上となっている。 

 

図表 102：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額の出所別構成比（全体） 

82.5%

28.3%

25.2%

85.1%

60.8%

31.5%

93.3%

47.5%

34.5%

49.4%

13.2%

0.4%

17.5%

37.3%

25.4%

14.9%

26.0%

68.2%

6.7%

52.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校体育関係費（N=34)

金額496百万円

生涯スポーツ関係費（N=32)

金額275百万円

競技スポーツ関係費（N=21)

金額54百万円

学校体育施設の整備関係費（N=12)

金額245百万円

スポーツ施設の整備関係費（N=6)

金額141百万円

スポーツ施設の運営関係費（N=10)

金額1,756百万円

スポーツ団体運営助成費（N=5)

金額11百万円

その他（N=15)

金額2,388百万円

国からの補助金 toto助成 その他
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都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額のに占める外

部資金比率をみると、「学校体育施設の整備関係費」に占める外部資金の割合

が 23.8%と最も高く、「競技スポーツ関係費」に占める割合は 1.0%と最も低

い。 

 

図表 103：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率（全体） 

83.5%

88.0%

99.0%

76.2%

87.9%

94.5%

97.5%

80.0%

16.5%

12.0%

1.0%

23.8%

12.1%

5.5%

2.5%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校体育関係費（N=46)

金額3,008百万円

生涯スポーツ関係費（N=46)

金額2,299百万円

競技スポーツ関係費（N=46)

金額23,582百万円

学校体育施設の整備関係費（N=46)

金額7,392百万円

スポーツ施設の整備関係費（N=46)

金額19,666百万円

スポーツ施設の運営関係費（N=46)

金額16,229百万円

スポーツ団体運営助成費（N=46)

金額1,614百万円

その他（N=46)

金額5,285百万円

内：外部資金額
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（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額に占める外部資金

分の構成額をみると、「首長部局主管都道府県」は、「学校施設の整備関係費」が

1,749 百万円と最も高く、「教育委員会主管都道府県」では「スポーツ施設の整備

関係費」が 726 百万と最も高い。 

 

図表 104：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（主管部局別） 

200 

140 

196 

1,749 

1,662 

415 

38 

371 

296 

135 

49 

7 

726 

475 

2 

687 

0 500 1,000 1,500 2,000 

学校体育関係費

生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費

学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費

スポーツ施設の運営関係費

スポーツ団体運営助成費

その他

首長部局(N=15)

金額4,772百万円

教育委員会(N=29)

金額2,376百万円
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都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外部資

金分の構成比をみると、「首長部局主管都道府県」は、「生涯スポーツ関係費」

（36.7%）と「スポーツ施設の整備関係費」（34.8％）で約 70%程度を占める。「教

育委員会主管都道府県」は、「スポーツ施設の整備関係費」が 30.6％と最も大きく、

次いで「スポーツ施設の運営関係費」が 20.0％、「学校体育関係費」が 12.4％とな

っている。 

 

図表 105：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（主管部局別） 

4.2%

12.4%

2.9%

5.7%

4.1%

2.1%

36.7%

0.3%

34.8%

30.6%

8.7%

20.0%

0.8%

0.1%

7.8%

28.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=15)

金額4,772百万円

教育委員会(N=29)

金額2,376百万円

学校体育関係費 生涯スポーツ関係費
競技スポーツ関係費 学校体育施設の整備関係費
スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の運営関係費
スポーツ団体運営助成費 その他
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都道府県において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外部資

金分の構成比を主管部局別に出所別にみると、「首長部局主管都道府県」、「教育委

員会主管都道府県」ともに「国からの補助金等」が最も大きく、それぞれ 65.6%、

49.9%となっている。「toto 助成」はいずれの主管部局でも低い割合である。 

 

図表 106：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（主管部局別） 

65.6%

49.9%

9.6%

3.3%

24.9%

46.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=15)

金額4,772百万円

教育委員会(N=29)

金額2,376百万円

国からの補助金等 toto助成 その他
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の割合

を主管部局別にみると、平成 24 年度の予算額の外部資金の「生涯スポーツ関係費」

のうち、「首長部局主管都道府県」では 140 百万のうち 21.7%、「教育委員会主管

都道府県」135 百万円のうち 17.6%が「総合型地域スポーツクラブ支援費」である。 

 

図表 107：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（生涯スポーツ関係費） 

78.3%

82.4%

21.7%

17.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=12)

金額140百万円

教育委員会

(N=20)

金額135百万円

内：総合型地域スポーツクラブ支援費
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「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技会の関係費」の割合を主

管部局別にみると、平成 24 年度の予算額の外部資金の「競技スポーツ関係費」の

うち、「首長部局主管都道府県」では 196 百万のうち 57.5%、「教育委員会主管都

道府県」では 49 百万円のうち 58.1%が「国体等大規模競技会の関係費」である。 

 

図表 108：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（競技スポーツ関係費） 

42.5%

41.9%

57.5%

58.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=6)

金額196百万円

教育委員会(N=6)

金額49百万円

内：国体等大規模競技会の関係費

 

 

 



121 

 

「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」の

割合を主管部局別にみると、平成 24 年度の予算額の外部資金の「競学校体育施設

の整備関係費」のうち、「首長部局主管都道府県」では 1,749 百万のうち 0.2%、「教

育委員会主管都道府県」では 7 百万円のうち 99.8%が「学校開放のための整備関

係費」である。 

 

図表 109：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（競技スポーツ関係費） 

99.8%

1.2%

0.2%

98.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=7)

金額1,749百万円

教育委員会(N=3)

金額7百万円

内：学校開放のための整備関係費
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 都道府県において、主管部局別にスポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額

の構成比を出所別にみると、「学校体育関係費」は「首長部局主管都道府県」、「教

育委員会主管都道府県」ともに「国からの補助金等」が 80%程度となっている。 

 

図表 110：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（主管部局別） 

85.8%

80.3%
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40.8%

28.5%

11.8%
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65.5%
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32.8%

54.0%

31.2%

18.0%
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14.2%

19.7%
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26.4%
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32.5%

100.0%

40.3%
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80.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=11)

金額 200百万円

教育委員会(N=23)

金額296百万円

首長部局(N=12)

金額 140百万円

教育委員会(N=20)

金額135百万円

首長部局(N=6)

金額196百万円

教育委員会(N=6)

金額 49百万円

首長部局(N=7)

金額1,749百万円

教育委員会(N=3)

金額7百万円

首長部局(N=5)

金額 1,662百万円

教育委員会(N=10)

金額726百万円

首長部局(N=3)

金額415百万円

教育委員会(N=9)

金額475百万円

首長部局(N=3)

金額 38百万円

教育委員会(N=1)

金額2百万円

首長部局(N=4)

金額371百万円

教育委員会(N=8)

金額687百万円
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 都道府県において、主管部局別にスポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額のに占める外

部資金比率をみると、「首長部局主管都道府県」の外部資金比率の方が「教育委員会主管都

道府県よりも」概ね大きい傾向にある。 

図表 111：スポーツ関係予算額に占める内容別外部資金比率（主管部局に別） 
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首長部局(N=15)
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教育委員会(N=31)

金額1,438百万円
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教育委員会(N=31)
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係
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ー
ツ
施
設
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営
関
係
費

ス
ポ
ー
ツ
団
体
運

営
助
成
費

そ
の
他

内：外部資金額
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① 市区町村 

（ⅰ）全体 

市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の金額をみると、「学校体育関係費」が 870 百万円、「生涯スポーツ

関係費」が 979 百万円、「競技スポーツ関係費」が 1,742 百万円、「学校体育

施設の整備関係費」が 8,883 百万円、「スポーツ施設の整備関係費」が 15,443

百万円、「スポーツ施設の運営管理費」が 4,395 百万円、「スポーツ団体運営

助成費」が 149 百万円である。 

 

図表 112：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金額（全体） 

870

979

1,742

8,883

15,443

4,395

149

447

0 5,000 10,000 15,000 20,000

学校体育関係費

（N=66）

生涯スポーツ関係費

（N=225）

競技スポーツ関係費

（N=124）

学校体育施設の整備関係費

（N=143）

スポーツ施設の整備関係費

（N=251）

スポーツ施設の運営管理費

（N=94）

スポーツ団体運営助成費

（N=44）

その他

（N=53）

(百万円）

全体(N=550)

総額32,908百万円
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の構成比をみると、「学校体育関係費」が 2.5%、「生涯スポーツ関係

費」が 3.0%、「競技スポーツ関係費」が 5.3%、「学校体育施設の整備関係費」

が 27.0%、「スポーツ施設の整備関係費」が 46.9%、「スポーツ施設の運営管

理費」が 13.4%、「スポーツ団体運営助成費」が 0.5%である。 

 

図表 113：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（全体） 

 

2.6%

3.0%

5.3%

27.0% 46.9% 13.4%

0.5%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=550)

総額32,908百万円

学校体育関係費 生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費 学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の運営管理費

スポーツ団体運営助成費 その他
 

 

市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の構成比を出所別にみると、「国からの補助金」が 30.7%、「都道府

県からの補助金」が 13.2%、「toto 助成」が 9.1%である。 

 

図表 114：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（全体） 

30.7% 13.2% 9.1% 47.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=550)

総額32,908百万円

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の

割合をみると、平成 24 年度の予算額の外部資金の「生涯スポーツ関係費」（979

百万円）のうち、37.7%が「総合型地域スポーツクラブ支援費」である。 

 

図表 115：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（生涯スポーツ関係費） 

62.3% 37.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=225）

総額979百万円

内：総合型地域スポーツクラブﾞ支援費

 

 

「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係費」の割

合をみると、平成 24 年度の予算額の外部資金の「競技スポーツ関係費」（1,742

百万円）のうち、92.6%が「国体等大規模競技会の関係費」である。 

 

図表 116：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（競技スポーツ関係費） 

7.4% 92.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=124）

総額1,742百万円

内：国体等大規模競技大会の関係費
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「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」

の割合をみると、平成 24 年度予算額の外部資金の「学校体育施設の整備関係

費」（8,883 百万円）のうち、4.3%が「学校開放のための整備関係費」である。 

 

図表 117：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（学校体育施設の整備関係費） 

95.7% 4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=143）

総額8,883百万円

内：学校開放のための整備関係費
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額の構成比を出

所別にみると、「学校体育施設の整備関係費」、「スポーツ施設の整備関係費」

は「国からの補助金が」最も高い（それぞれ 50.1%、31.1%）。 

「学校体育関係費」、「競技スポーツ関係費」や「スポーツ団体運営助成費」

は「都道府県からの補助金」が最も高い（それぞれ 56.3%、71.5%、20.7%）。 

「生涯スポーツ関係費」は「toto 助成」が 28.0%で最も高い。 

 

 

図表 118：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額の出所別構成比（全体） 

29.9%

3.2%

1.8%

50.1%

31.1%

10.0%

18.9%

56.3%

25.0%

71.5%

3.7%

10.2%

7.3%

20.7%

27.2%

2.0%

28.0%

6.1%

1.3%

15.8%

0.3%

1.7%

1.8%

11.8%

43.8%

20.6%

44.8%

42.9%

82.3%

77.6%

52.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校体育関係費

（N=66）

生涯スポーツ関係費

（N=225）

競技スポーツ関係費

（N=124）

学校体育施設の整備関係費

（N=143）

スポーツ施設の整備関係費

（N=251）

スポーツ施設の運営管理費

（N=94）

スポーツ団体運営助成費

（N=44）

その他

（N=53）

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額のに占める外

部資金比率をみると、「学校体育施設の整備関係費」に占める外部資金の割合

が 22.5%と最も高く、「スポーツ施設の整備関係費」が「競技スポーツ関係費」

それぞれ 18.8%、18.6%と続く。「スポーツ団体運営助成費」に占める外部資

金の割合は 1.5%と最も低い。 

 

図表 119：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率（全体） 

85.9%

94.4%

81.4%

77.5%

81.2%

96.1%

98.5%

97.1%

14.1%

5.6%

18.6%

22.5%

18.8%

3.9%

1.5%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校体育関係費

（N=515）

生涯スポーツ関係費

（N=1,234）

競技スポーツ関係費

（N=639）

学校体育施設の整備関係費

（N=674）

スポーツ施設の整備関係費

（N=1,005）

スポーツ施設の運営管理費

（N=852）

スポーツ団体運営助成費

（N=1,043）

その他

（N=357）

内：外部資金額
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（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の金額を主管部局別にみると、「首長部局主管市区町村」では「学校

体育施設の整備関係費」が最も高く 4,343 百万円、「教育委員会主管市区町村」

では、「スポーツ施設の整備関係費」が最も高く 12,910 百万円である。 

 

図表 120：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金額（主管部局別） 

36

246

396

4,343

2,533

1,383

20

109

835

734

1,346

4,541

12,910

3,012

129

338

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

学校体育関係費

生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費

学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費

スポーツ施設の運営管理費

スポーツ団体運営助成費

その他

（百万円）

首長部局(N=75)

金額9,065百万円

教育委員会(N=475)

金額23,843百万円
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の構成比を主管部局別にみると、「首長部局主管市区町村」では「学

校体育施設の整備関係費」が 47.9%と最も高く、「教育委員会主管部局市区町

村」では「スポーツ施設の整備関係費」が 54.1%と最も高く、いずれも外部

資金の 50%前後を占める。 

 

図表 121：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（主管部局別） 

0.4%

3.5%

2.7%

3.1%

4.4%

5.6%

47.9%

19.0%

27.9%

54.1%

15.3%

12.6%

0.2%

0.5%

1.2%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=75)

金額9,065百万円

教育委員会(N=475)

金額23,843百万円

学校体育関係費 生涯スポーツ関係費
競技スポーツ関係費 学校体育施設の整備関係費
スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の運営管理費
スポーツ団体運営助成費 その他
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の構成比を主管部局別に出所をみると、「首長部局主管市区町村」、

「教育委員会主管市区町村」いずれも「国からの補助金等」最も高くそれぞ

れ 32.7%、29.9%である。 

 

図表 122：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（主管部局別） 

32.7%

29.9%

9.8%

14.5%

6.8%

10.0%

50.7%

45.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局(N=75)

金額9,065百万円

教育委員会(N=475)

金額23,843百万円

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の

割合をみると、平成 24 年度の予算額の外部資金の「生涯スポーツ関係費」の

うち、「首長部局主管市区町村」では 246 百万のうち 5.0%、「教育委員会主管

市区町村」では 734 百万円のうち、48.6%が「総合型地域スポーツクラブ支援

費」である。 

 

図表 123：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（生涯スポーツ関係費） 

95.0%

51.4%

5.0%

48.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=21）

総額246百万円

教育委員会（N=204）

総額734百万円

内：総合型地域スポーツクラブﾞ支援費
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「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係費」の割

合をみると、平成 24 年度の予算額の外部資金の「競技スポーツ関係費」のう

ち、「首長部局主管市区町村」では 396 百万円のうち、86.6%、「教育委員会主

管市区町村」では 1,346 百万年のうち 94.4%が「国体等大規模競技会の関係

費」である。 

 

図表 124：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（競技スポーツ関係費） 

13.4%

5.6%

86.6%

94.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=33）

総額396百万円

教育委員会（N=91）

総額1,346百万円

内：国体等大規模競技大会の関係費
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「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」

の割合をみると、平成 24 年度予算額の外部資金の「学校体育施設の整備関係

費」のうち、「首長部局主管市区町村」では 4,343 百万円のうち 1.2%、「教育

委員会主管市区町村」では 4,541 百万円のうち 7.2%が「学校開放のための整

備関係費」である。 

 

図表 125：都道府県における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（主管部局別） 

（学校体育施設の整備関係費） 

98.8%

92.8%

1.2%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=35）

総額4,343百万円

教育委員会（N=108）

総額4,541百万円

内：学校開放のための整備関係費
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の構成比を主管部局別に出所をみると、「競技スポーツ関係費」では、

「首長部局主管市区町村」、「教育委員会主管市区町村」ともに 70%以上であ

る。 

 

図表 126：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（主管部局別） 
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額のに占める外

部資金比率をみると、「競技スポーツ関係費」における「首庁部局主管都道府

県」、「教育委員会主管市区町村」共に外部資金比率が高く、それぞれ 39.9％、

69.7％である。 

 

図表 127：スポーツ関係予算額に占める内容別外部資金比率（主管部局別） 
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5.3%
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首長部局(N=68)

金額1,287百万円

教育委員会(N=447)

金額4,898百万円

首長部局(N=119)

金額4,609百万円

教育委員会(N=1,114)

金額11,498百万円

首長部局(N=86)

金額993百万円

教育委員会(N=553)

金額1,930百万円

首長部局(N=87)

金額13,997百万円

教育委員会(N=587)

金額21,539百万円

首長部局(N=117)

金額24,494百万円

教育委員会(N=888)

金額57,633百万円

首長部局(N=112)

金額43,574百万円

教育委員会(N=740)

金額68,602百万円

首長部局(N=100)

金額2,534百万円

教育委員会(N=942)

金額7,693百万円

首長部局(N=60)

金額4,782百万円

教育委員会(N=297)

金額10,442百万円

学
校
体
育
関
係

費

生
涯
ス
ポ
ー
ツ

関
係
費

競
技
ス
ポ
ー
ツ

関
係
費

学
校
体
育
施
設

の
整
備
関
係
費

ス
ポ
ー
ツ
施
設

の
整
備
関
係
費

ス
ポ
ー
ツ
施
設

の
運
営
管
理
費

ス
ポ
ー
ツ
団
体

運
営
助
成
費

そ
の
他

内：外部資金額
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（ⅲ）人口規模別 

市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額のうち、外部

資金分の金額を人口規模別にみると、「スポーツ施設の整備関係費」が全体の

予算合計金額が他の項目と比較して大きい。人口規模が「10～30 万人未満」

が 5,579 百万円と最も大きい。次いで「20～50 万人未満」が 3,023 百万円、

「5～10 万人未満」が 2,336 百万円、「50 万人以上」が 1,828 百万円、「1～3

万人未満」が 1,141 百万円、「3～5 万人未満」が 1,089 百万円、「1 万人未満」

が 447 百万円である。 
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図表 128：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金額（人口規模別） 

194

193

331

692

1,828

649

0
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281

110

1,965

3,023

1,878

20

249

58

173

3,636

5,579

546

4

338

128

117

1,196

2,336

468

15

10

121

402

432

1,089

485

42

41

130

577

656

1,141

307

52

6

68

33

306

447

61

16

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

学校体育関係費

生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費

学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費

スポーツ施設の運営管理費

スポーツ団体運営助成費

(百万円）

50万人以上(N=26)

金額3,965百万円

20～50万人未満

(N=53)

金額7,330百万円
10～30万人未満
(N=73)

金額10,307百万円
5～10万人未満

(N=95)

金額4,696百万円
3～5万人未満
(N=81)

金額2,633百万円
1～3万人未満

(N=130)

金額3,031百万円
1万人未満(N=92)

金額946百万円
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の構成比を人口規模別にみると、いずれの人口規模においても「ス

ポーツ施設の整備関係費」が最も高い。 

 

図表 129：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（人口規模別） 

4.9%

0.4%

2.4%

7.2%

0.4%

1.4%

0.6%

4.9%

3.8%

0.6%

2.7%

4.6%

4.3%

7.2%

8.3%

1.5%

1.7%

2.5%

15.3%

19.0%

3.5%

17.4%

26.8%

35.3%

25.5%

16.4%

21.7%

32.4%

46.1%

41.2%

54.1%

49.7%

41.3%

37.6%

47.3%

16.4%

25.6%

5.3%

10.0%

18.4%

10.1%

6.4%

0.3%

0.0%

0.3%

1.6%

1.7%

1.7%

2.0%

0.3%

0.6%

2.1%

2.0%

4.2%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=26)

金額3,965百万円

20～50万人未満

(N=53)

金額7,330百万円

10～30万人未満
(N=73)

金額10,307百万円

5～10万人未満
(N=95)

金額4,696百万円

3～5万人未満
(N=81)

金額2,633百万円

1～3万人未満

(N=130)

金額3,031百万円

1万人未満(N=92)

金額946百万円

学校体育関係費 生涯スポーツ関係費

競技スポーツ関係費 学校体育施設の整備関係費

スポーツ施設の整備関係費 スポーツ施設の運営管理費

スポーツ団体運営助成費 その他
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の「学校体育関係費」構成比を人口規模別に出所をみると、「10～30

万人未満」では「国からの補助金」が最も高く 92.4%、「5～10 万人未満」で

は、「都道府県からの補助金」が最も高く 97.7%、「20～50 万人未満」では「toto

助成」が 50.4%と最も高い。 

 

図表 130：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（人口規模別） 

（学校体育関係費） 

9.1%

17.9%

92.4%

44.8%

0.2%

43.8%

62.6%

2.7%

1.2%

97.7%

7.8%

77.4%

31.2%

50.4%

8.9%

0.0%

28.3%

29.0%

6.4%

2.3%

38.5%

22.3%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=8)

金額194百万円

20～50万人未満
(N=8)

金額32百万円

10～30万人未満
(N=12)

金額249百万円

5～10万人未満(N=9)

金額338百万円

3～5万人未満(N=11)

金額10百万円

1～3万人未満(N=10)

金額41百万円

1万人未満(N=8)

金額6百万円

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の「生涯スポーツ関係費」構成比を人口規模別に出所をみると、「10

～30 万人未満」では「国からの補助金」が最も高く 19.9%、「50 万人以上」

では「都道府県からの補助金等」が最も高く 66.9%、「5～10 万人未満」では

52.2%で「toto 助成」が最も高い。 

 

図表 131：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（人口規模別） 

（生涯スポーツ関係費） 

5.1%

0.2%

19.9%

0.0%

7.0%

0.9%

66.9%

15.6%

14.6%

12.5%

29.2%

6.1%

6.0%

8.7%

14.9%

28.6%

52.2%

32.7%

49.4%

41.8%

19.3%

69.3%

36.8%

35.3%

38.0%

37.5%

51.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=10)

金額65百万円

20～50万人未満
(N=22)

金額266百万円

10～30万人未満
(N=23)

金額42百万円

5～10万人未満
(N=40)

金額68百万円

3～5万人未満
(N=35)

金額62百万円

1～3万人未満
(N=52)

金額63百万円

1万人未満(N=43)

金額43百万円

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の「競技スポーツ関係費」構成比を人口規模別に出所をみると、い

ずれの人口規模においても「都道府県からの補助金等」が最も高い。 

 

図表 132 市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（人口規模別） 

（競技スポーツ関係費） 

2.7%

9.9%

3.4%

1.2%

58.9%

53.4%

62.0%

72.3%

72.1%

85.8%

48.8%

3.4%

3.6%

7.6%

0.2%

19.3%

37.7%

40.2%

20.5%

24.1%

8.6%

13.0%

51.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=12)

金額17百万円

20～50万人未満

(N=18)

金額40百万円

10～30万人未満

(N=20)

金額38百万円

5～10万人未満
(N=20)

金額13百万円

3～5万人未満
(N=16)

金額9百万円

1～3万人未満
(N=21)

金額7百万円

1万人未満(N=17)

金額4百万円

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の「学校体育施設の整備関係費」構成比を人口規模別に出所をみる

と、いずれの人口規模においても「国からの補助金等」が最も高く 40%以上

である。 

 

図表 133：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（人口規模別） 

（学校体育施設の整備関係費） 

73.5%

45.0%

43.3%

63.2%

68.0%

40.9%

55.0%

7.0%

1.6%

1.1%

0.4%

5.5%

20.2%

16.3%

0.2%

0.2%

7.6%

3.0%

0.1%

19.5%

53.2%

55.4%

28.8%

23.5%

38.9%

28.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=10)

金額675百万円

20～50万人未満
(N=20)

金額1,898百万円

10～30万人未満
(N=31)

金額3,424百万円

5～10万人未満
(N=24)

金額1,173百万円

3～5万人未満
(N=19)

金額414百万円

1～3万人未満
(N=27)

金額655百万円

1万人未満(N=12)

金額263百万円

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の「スポーツ施設の整備関係費」構成比を人口規模別に出所をみる

と、ほとんどの人口規模において「国からの補助金等」が最も高く 20%を超

過するが、「1 万人未満」においては「toto 助成」が最も高く 33.8%である。 

 

図表 134：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（人口規模別） 

（スポーツ施設の整備関係費） 

40.3%

27.9%

28.7%

27.3%

41.3%

42.5%

11.9%

0.9%

17.1%

13.2%

1.8%

4.7%

14.4%

10.5%

24.9%

8.4%

14.6%

14.8%

16.6%

21.3%

33.8%

33.9%

46.6%

43.5%

56.1%

37.3%

21.8%

43.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=15)

金額1,828百万円

20～50万人未満

(N=32)

金額3,023百万円

10～30万人未満
(N=34)

金額5,579百万円

5～10万人未満
(N=43)

金額2,336百万円

3～5万人未満
(N=36)

金額1,089百万円

1～3万人未満

(N=59)

金額1,141百万円

1万人未満(N=32)

金額447百万円

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の「スポーツ施設の運営関係費」構成比を人口規模別に出所をみる

と、「その他」以外の比率が高いのは、「5～10 万人未満」であり、「国からの

補助金等」（10.9％）と「都道府県からの補助金等」（26.9％）合わせて 37.8％

である。。次いで、「10～30 万人未満」では合わせて 24.7％、「20～50 万人未

満」では合わせて 21.3％、「1～3 万人未満」では併せて 19.3%であり、「1 万

人未満」では合わせて 2.2％である。。 

 

図表 135：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（人口規模別） 

（スポーツ施設の運営管理費） 

14.5%

15.9%

10.9%

0.4%

9.3%

0.0%

6.8%

6.4%

26.9%

0.4%

10.0%

2.0%

2.4%

2.2%

100.0%

78.7%

75.3%

62.2%

99.2%

80.8%

95.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=7)

金額649百万円

20～50万人(N=14)

金額1,878百万円

10～30万人(N=21)

金額546百万円

5～10万人(N=15)

金額468百万円

3～5万人(N=9)

金額485百万円

1～3万人(N=16)

金額307百万円

1万人未満(N=12)

金額61百万円

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度の予算額のうち、外

部資金分の「スポーツ団体運営助成費」構成比を人口規模別に出所をみると、

5 万人～50 万人未満と「1～3 万人未満」において「都道府県等からの補助金

等」が 58.7%であるが、それ以外の人口規模においてはいずれも 10%を下回

る。 

 

図表 136：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係外部資金構成比（人口規模別） 

（スポーツ団体運営助成費） 

8.0%

0.2%

58.7%

2.4%

2.9%

100.0%

92.0%

100.0%

97.5%

38.4%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=0)

金額0百万円

20～50万人未満
(N=4)

金額20百万円

10～30万人未満
(N=3)

金額4百万円

5～10万人未満
(N=4)

金額15百万円

3～5万人未満
(N=10)

金額42百万円

1～3万人未満
(N=14)

金額52百万円

1万人未満(N=9)

金額16百万円

国からの補助金等 都道府県からの補助金等 toto助成 その他
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「生涯スポーツ関係費」に占める「総合型地域スポーツクラブ支援費」の割合を

人口規模別にみると、「50 万人以上」が最も高く 66.3%を占め、一方「20～50 万

人未満」では 5.3%と最も低い。 

 

図表 137：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（人口規模別） 

（生涯スポーツ関係費） 

33.7%

94.7%

73.1%

53.5%

51.3%

48.5%

63.1%

66.3%

5.3%

26.9%

46.5%

48.7%

51.5%

36.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=8)

金額194百万円

20～50万人未満(N=8)

金額32百万円

10～30万人未満(N=12)

金額249百万円

5～10万人未満(N=9)

金額338百万円

3～5万人未満(N=11)

金額10百万円

1～3万人未満(N=10)

金額41百万円

1万人未満(N=8)

金額6百万円

内：総合型地域スポーツクラブﾞ支援費
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「競技スポーツ関係費」に占める「国体等大規模競技大会の関係費」の割合を人

口規模別にみると、いずれの人口規模においても「国体等大規模競技会の関係費」

が 60%以上である。 

 

図表 138：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（全体） 

（競技スポーツ関係費） 

5.2%

36.4%

22.0%

11.0%

2.3%

1.3%

11.3%

94.8%

63.6%

78.0%

89.0%

97.7%

98.7%

88.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=8)

金額194百万円

20～50万人未満(N=8)

金額32百万円

10～30万人未満(N=12)

金額249百万円

5～10万人未満(N=9)

金額338百万円

3～5万人未満(N=11)

金額10百万円

1～3万人未満(N=10)

金額41百万円

5～10万人未満(N=9)

金額338百万円

内：国体等大規模競技大会の関係費
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「学校体育施設の整備関係費」に占める「学校開放のための整備関係費」の割合

を人口規模別にみると、「1 万人未満」において 14.1%を占めるが、1 万人以上の

人口規模においては 10%未満である。 

 

図表 139：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額構成比（人口規模別） 

（学校体育施設の整備関係費） 

97.5%

96.6%

94.2%

98.1%

95.8%

99.8%

85.9%

2.5%

3.4%

5.8%

1.9%

4.2%

0.2%

14.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上(N=8)

金額194百万円

20～50万人未満
(N=8)

金額32百万円

10～30万人未満
(N=12)

金額249百万円

5～10万人未満
(N=9)

金額338百万円

3～5万人未満
(N=11)

金額10百万円

1～3万人未満
(N=10)

金額41百万円

1万人未満(N=8)

金額6百万円

内：学校開放のための整備関係費
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額に占める「学

校体育関係費」の外部資金比率を人口規模別にみると、「5～10 万人未満」に

おいては 51.0%、次いで「50 万人以上」では 20.8%、「10～20 万人未満」で

は 14.9%である。それ以外は 10%未満である。 

 

図表 140：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率 

（人口規模別） 

（学校体育関係費） 

79.2%

98.2%

85.1%

49.0%

97.6%

92.3%

97.1%

20.8%

1.8%

14.9%

51.0%

2.4%

7.7%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=21）

金額 931百万円

20～50万人（N=47）

金額1,780百万円

10～20万人（N=59）

金額1,667百万円

5～10万人（N=85）

金額 664百万円

3～5万人（N=66）

金額407百万円

1～3万人（N=114）

金額 531百万円

1万人未満（N=123）

金額 206百万円

内：外部資金
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額に占める「生

涯スポーツ関係費」の外部資金比率を人口規模別にみると、いずれの人口規

模においても 10%未満である。 

 

図表 141 市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率 

（人口規模別） 

（生涯スポーツ関係費） 

94.9%

91.1%

97.7%

95.5%

93.7%

93.9%

92.6%

5.1%

8.9%

2.3%

4.5%

6.3%

6.1%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=29）

金額 3,590百万円

20～50万人（N=79）

金額2,974百万円

10～20万人（N=128）

金額2,453百万円

5～10万人（N=200）

金額 2,614百万円

3～5万人（N=187）

金額 1,791百万円

1～3万人（N=317）

金額 1,886百万円

1万人未満（N=293）

金額799百万円

内：外部資金
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額に占める「競

技スポーツ関係費」の外部資金比率を人口規模別にみると、「1～3 万人未満」

においては 43.5%、次いで「3～5 万人未満」において 29.3%である。それ以

外の人口規模においては 20%未満である。 

 

図表 142：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率 

（人口規模別） 

（競技スポーツ関係費） 

80.9%

95.5%

86.9%

85.8%

70.7%

56.5%

89.2%

19.1%

4.5%

13.1%

14.2%

29.3%

43.5%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=28）

金額 827百万円

20～50万人（N=60）

金額436百万円

10～20万人（N=80）

金額637百万円

5～10万人（N=126）

金額232百万円

3～5万人（N=107）

金額 493百万円

1～3万人（N=142）

金額 250百万円

1万人未満（N=96）

金額47百万円

内：外部資金
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額に占める「学

校体育施設の整備関係費」の外部資金比率を人口規模別にみると、いずれの

人口規模においても 10.0％以上となっており、特に「10～20 万人未満」では

31.6％である。次いで、「1 万人未満」が 27.3％である。 

 

図表 143：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率 

（人口規模別） 

（学校体育施設の整備関係費） 

86.3%

76.5%

68.4%

81.1%

86.0%

83.8%

72.7%

13.7%

23.5%

31.6%

18.9%

14.0%

16.2%

27.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=19）

金額4,944百万円

20～50万人（N=63）

金額7,678百万円

10～20万人（N=77）

金額10,449百万円

5～10万人（N=121）

金額4,760百万円

3～5万人（N=100）

金額2,795百万円

1～3万人（N=167）

金額3,910百万円

1万人未満（N=127）

金額1,000百万円

内：外部資金
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額に占める「ス

ポーツ施設の整備関係費」の外部資金比率を人口規模別にみると、いずれの

人口規模においても 10％以上となっており、特に「10～20 万人未満」では

28.3%である。 

 

図表 144：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率 

（人口規模別） 

（スポーツ施設の整備関係費） 

85.9%

83.8%

71.7%

77.8%

88.0%

83.6%

89.4%

14.1%

16.2%

28.3%

22.2%

12.0%

16.4%

10.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=30）

金額12,938百万円

20～50万人（N=75）

金額 18,717百万円

10～20万人（N=117）

金額19,709百万円

5～10万人（N=178）

金額 10,537百万円

3～5万人（N=163）

金額9,052百万円

1～3万人（N=236）

金額6,965百万円

1万人未満（N=206）

金額4,207百万円

内：外部資金
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額に占める「ス

ポーツ施設の運営管理費」の外部資金比率を人口規模別にみると、いずれの

人口規模においても 2.0％以上である 

 

図表 145：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率 

（人口規模別） 

（スポーツ施設の運営管理費） 

97.9%

93.4%

97.3%

96.9%

94.5%

94.8%

97.1%

2.1%

6.6%

2.7%

3.1%

5.5%

5.2%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=30）

金額 31,524百万円

20～50万人未満（N=76）

金額 28,304百万円

10～20万人未満（N=121）

金額 20,499百万円

5～10万人未満（N=171）

金額 14,943百万円

3～5万人未満（N=142）

金額 8,844百万円

1～3万人未満（N=183）

金額 5,946百万円

1万人未満（N=129）

金額 2,115百万円

内：外部資金
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額に占める「ス

ポーツ施設の運営管理費」の外部資金比率を人口規模別にみると、「50 万人以

上」では 0%、「20～50 万人未満」では 1.3％、「10～20 万人未満」において

は 0.1%であり、それより小さい人口区分においては人口規模が小さくなるほ

ど外部資金比率が高まる概ねの傾向がある。 

 

図表 146：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率 

（人口規模別） 

（スポーツ団体助成費） 

100.0%

98.7%

99.9%

98.8%

95.9%

94.5%

96.0%

1.3%

0.1%

1.2%

4.1%

5.5%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=23）

金額 1,590百万円

20～50万人未満（N=62

）

金額 1,606百万円

10～20万人未満

（N=111）

金額 3,390百万円

5～10万人未満（N=174

）

金額 1,277百万円

3～5万人未満（N=174）

金額 1,021百万円

1～3万人未満（N=261）

金額 947百万円

1万人未満（N=237）

金額 395百万円

内：外部資金
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市区町村において、スポーツ政策に関わる平成 24 年度予算額に占める「そ

の他」の外部資金比率を人口規模別にみると、いずれの人口規模においても

10%未満である。 

 

図表 147：市区町村における平成 24 年度スポーツ関係予算額に占める外部資金比率 

（人口規模別） 

（その他） 

97.0%

99.4%

96.4%

97.5%

96.8%

90.5%

98.4%

3.0%

0.6%

3.6%

2.5%

3.2%

9.5%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上（N=21）

金額 2,643百万円

20～50万人未満（N=31

）

金額 3,411百万円

10～20万人未満（N=56

）

金額 1,738百万円

5～10万人未満（N=74）

金額 3,923百万円

3～5万人未満（N=61）

金額 1,621百万円

1～3万人未満（N=68）

金額 1,334百万円

1万人未満（N=46）

金額 554百万円

内：外部資金
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(3) －１スポーツ政策に特化した総合的な条例の制定・改正状況（都道府県） 

 

（Ⅰ）全体・（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 都道府県においては、10.6 の都道府県がスポーツ政策に特化した総合的な

条例を制定しており、2.1%の都道府県は制定を検討している。 

スポーツに関する主管部局別に、スポーツ政策に特化した総合的な条例の

制定状況をみると、主管部局に拠らず、12.0%前後の都道府県が、制定済みも

しくは制定を検討している。 

 

図表 148：都道府県におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の有無（全体） 

10.6%

2.1%

83.0% 4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=47)

1.ある 2.制定中である 3.制定を検討中 4.ない 無回答

 

 

図表 149：都道府県におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の有無（主管部局別） 

12.5%

9.7%

3.2%

81.3%

83.9%

6.3%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=16)

教育委員会（N=31)

1.ある 2.制定中である 3.制定を検討中 4.ない 無回答

 

※スポーツ政策に特化した総合的な条例であり、例えば「スポーツ振興のまちづくり条例」等を指し、学校

施設開放条例やスポーツ施設、スポーツ推進審議会設置に関する条例は含まない。また要綱や規則等も含

まない。 
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(3) －２スポーツ政策に特化した総合的な条例の制定・改正状況（都道府県） 

（Ⅰ）全体・（Ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

 スポーツ政策に特化した総合的な条例を制定している都道府県 5 件のう

ち、スポーツ基本法や基本計画の施行を受け改正を実施したのは 1 件である。

それ以外の 4 件では改正の検討をしていない。 

 

図表 150：都道府県におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の改正状況（全体） 

20.0% 80.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=5)

1.既に改正済み 2.改正を検討 3.改正は検討していない

 

 

図表 151：都道府県におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の改正状況 

（主管部局別） 

50.0% 50.0%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=2)

教育委員会

（N=3)

1.既に改正済み 2.改正を検討 3.改正は検討していない
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(3) －３スポーツ政策に特化した総合的な条例の制定・改正状況（市区町村） 

 

（ⅰ）全体 

 市区町村においては、95.0%の都道府県がスポーツ政策に特化した総合的な

条例の制定を行っていない。制定済み・制定中・制定検討中を合わせても 3.4%

程度の市区町村である。 

（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別 

「首長部局主管市区町村」においては、合計 8.5%の市町村が、制定済み・

制定中・制定検討中である。一方で、主管部局が教育委員会である市区町村

においては、合計 2.6%の市町村が、制定済み・制定中・制定検討中である。 

（ⅲ）人口規模別 

人口規模にかかわらず、条例を策定していない市区町村が 90.0%を越えて

いる。このうち、「50 万人以上」の市区町村では 3.1%、「20～50 万人未満」

の市区町村では 4.8%が条例を策定しており、人口規模の多い市区町村の一部

では条例を策定している。 

 

図表 152：市区町村におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の有無（全体） 

1.6%

0.4%

1.1%

95.0% 1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,397）

1．ある 2．制定中である 3．制定を検討中 4．ない 無回答
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図表 153：市区町村におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の有無（主管部局別） 

5.4%

1.3%

0.8%

0.3%

2.3%

1.0%

89.1%

95.6%

2.3%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=129）

教育委員会（N=1,268）

1．ある 2．制定中である 3．制定を検討中 4．ない 無回答

 

 

図表 154：市区町村におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の有無（人口規模別） 

3.1%

4.8%

1.3%

1.0%

1.4%

2.3%

1.2%

0.7%

0.4%

0.6%

3.1%

0.7%

0.4%

1.0%

0.8%

2.3%

93.8%

92.8%

97.0%

96.5%

96.7%

95.3%

92.6%

1.2%

1.5%

1.3%

1.4%

1.9%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上

（N=32）

20～50万人未満

（N=83）

10～20万人未満

（N=134）

5～10万人未満

（N=226）

3～5万人未満

（N=210）

1～3万人未満

（N=363）

1万人未満

（N=349）

1．ある 2．制定中である 3．制定を検討中 4．ない 無回答
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(3) －４スポーツ政策に特化した総合的な条例の制定・改正状況（市区町村） 

（ⅰ）全体・（ⅱ）スポーツ政策の主管部局別・（ⅲ）人口規模別 

 スポーツ政策に特化した総合的な条例を制定している市区町村 23件のうち、

スポーツ基本法や基本計画の施行を受け改正を実施したのは 13.0%（3 件）で

あり、改正を検討しているのは 8.7%（2 件）である。 

 （標本規模が小さいため、主管部局別、人口規模別は参考掲載） 

 

図表 155：市区町村におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の改正状況（全体） 

13.0% 8.7% 73.9% 4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=23）

1．既に改正済みである 2．改正を検討している 3．改正は検討していない 無回答

 

 

図表 156：市区町村におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の改正状況 

（主管部局別） 

14.3%

12.5% 12.5%

85.7%

68.8% 6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

首長部局（N=7）

教育委員会（N=16）

1．既に改正済みである 2．改正を検討している

3．改正は検討していない 無回答
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図表 157：市区町村におけるスポーツ政策に特化した総合的な条例の改正状況 

（人口規模別） 

33.3%

25.0%

25.0%

12.5%

100.0%

75.0%

66.7%

100.0%

80.0%

62.5%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万人以上

（N=1）

20～50万人未満

（N=4）

10～20万人未満

（N=0）

5～10万人未満

（N=3）

3～5万人未満

（N=2）

1～3万人未満

（N=5）

1万人未満

（N=8）

1．既に改正済みである 2．改正を検討している

3．改正は検討していない 無回答
 

 


